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資料1 事業者ヒアリング・庁内アンケート調査結果 

 

本計画を策定するにあたって、事業者（庁外）ヒアリング調査と、町内アンケート調査を行いまし

た。 
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１．事業者（庁外）ヒアリング調査結果 

 

ヒアリング対象 

16 団体（庄内町の事業者・出羽庄内森林組合）＋2 団体（やまがた新電力・県庁） 

 

ヒアリング実施時期：2024 年 9 月 

 

 

ヒアリング内容（事業者共通） 

Q1．年間消費エネルギーで、特に多い項目 

Q2．再生可能エネルギーの導入状況 

Q3．庄内町における再生可能エネルギー開発の留意事項 

Q4．再生可能エネルギー利用のニーズについて 

Q5．日常業務等で実施している脱炭素の取組 

Q6．脱炭素に向けて、庄内町に期待するサポート等 

Q7．実施予定のある脱炭素施策 

Q8．今後取り組みたい脱炭素施策 

Q9．将来像について 
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Q1．年間消費エネルギーで、特に多い項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q2．再生可能エネルギーの導入状況 

 

 

 

  

株式会社

庄内食肉公社
○ ○ 洗浄のためのお湯、値段高騰のため都市ガスへの提案あり

JAあまるめ ○ ○ 最も多いのは電気、冷蔵・冷凍庫

JAたがわ

新余目支所
○ ○ ○ ○ カントリーエレベータの電気

株式会社

米シスト庄内
○ ○ ○ カントリーエレベータの電気

有限会社

三郷原牧場
○ ○ ○ 飼料 やまがた新電力を利用

株式会社

大商金山牧場
○ ○ ○ 電気、冷蔵・冷凍庫

株式会社安藤組 ○ ○ 軽油：重機・大型トラックの燃料

株式会社渡会電気

土木田代工場
○ ○ ○ 車両が多いため、軽油とガソリン

十和建設株式会社 ○ ○ ○ 最も多いのは重機のガソリン

富樫運輸建設

株式会社
○ ○ 運送業なので軽油

株式会社

グローバルマシーン
○ ○ 最も多いのは電気

前田製管株式会社

本社工場
○ コンクリート2次製品

松山観光バス株式

会社余目タクシー
○ タクシー

庄内町商工会 ○ 事務所

株式会社荘内銀行

余目支店
○ ○ 事務所・自動車

出羽庄内森林組合 ○ ○ チェーンソー、ハーベスタ

株式会社

やまがた新電力

山形県環境エネル

ギー部環境企画課

10 4 7 2 1 0 12 1

都市ガス 電気 その他 備考ガソリン 灯油 軽油 A重油 LPG

導入済 導入したい 導入しない 太陽光 風力 バイオガス ボイラー
ペレットス

トーブ

知識不足

・勉強中

メリットがあ

れば

予算がな

い

興味はあ

るが場所

がない

権限が

ない

場所が

ない

予算が

ない

庄内に太

陽光は向

かない

株式会社

庄内食肉公社
○ ○

JAあまるめ ○ ○

JAたがわ

新余目支所
○ ○

+統廃合

統廃合計画あり

見通しが立たない

株式会社

米シスト庄内
○ ○ ○

有限会社

三郷原牧場
○ ○

株式会社

大商金山牧場
○ ○

売電・消費

○
売電

○
売電

売電・自家消費

株式会社安藤組 ○ ○
自家消費

○
売電

売電・自家消費

株式会社渡会電気

土木田代工場
○ ○

＋蓄電池

○
給湯・暖房

○
暖房

自家消費

十和建設株式会社 ○ ○

富樫運輸建設

株式会社
○ ○

株式会社

グローバルマシーン
○ ○

自家消費
自家消費

前田製管株式会社

本社工場
○ ○

松山観光バス株式

会社余目タクシー
○ ○

庄内町商工会 ○ ○

株式会社荘内銀行

余目支店
○ ○

出羽庄内森林組合 販路あり

株式会社

やまがた新電力

山形県環境エネル

ギー部環境企画課

4 6 5 4 2 1 1 1 3 2 1 1 2 1 1

備考

導入の有無 導入済 導入しない導入したい
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Q3．庄内町における再生可能エネルギー開発の留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q4．再生可能エネルギー利用のニーズについて 

 

 

 

  

株式会社

庄内食肉公社

臨空工業団地あまるめに立地しているため、工業団

地全体で取り組むことが望ましい

太陽光。停電時にかなり損害があったので、ラインが

動くだけの発電希望。計画があったが頓挫した。

工業団地全体で取り組む（適している）

緑地は必要（避けるべきエリア）

蓄電池などの補助があればありがたい

JAあまるめ
被災リスクなど。 － 立川地区の耕作放棄地など、適した土地があるかも

しれない。災害時浸水する場所は避ける

－

JAたがわ

新余目支所

作業の邪魔にならないように（草刈りや機械などの

邪魔・油漏れなど）

－ － 初期投資の補助

株式会社

米シスト庄内

大型機械などの邪魔にならないように留意して欲しい 営農太陽光は大規模農場（水稲）には向いてい

ない（棚田などに適している？）

－ －

有限会社

三郷原牧場

－ － － －

株式会社

大商金山牧場

－ － バイオガス・風力は住民の理解がないと難しい（風

向きなど）

再エネ開発にあたり、町が住民との間に入ってくれると

助かる

株式会社安藤組
送電の空き容量がない。農地などでの開発の手続き

が難しい。

－ － 林道の整備（7月25日の大雨で林道に被害あり、

風車が停止している状態）

株式会社渡会電気

土木田代工場

－ － 町が風車を立てていた土地（購入し今は空地となっ

ている）

新しいことを始めるためだけではなく既存の施設設備

を維持管理したうえで、新規事業を始めてほしい

十和建設株式会社
－ 庄内町は早くから風車を取入れているので、再エネが

やりやすそう。太陽光は気候的に向いていない。

－ 風車の循環。耐用年数20年として、一気に建設す

るのではなく時差で5年サイクルで建設する等。

富樫運輸建設

株式会社

－ 風車は狩川（風の町）に適していると感じている － －

株式会社

グローバルマシーン

－ － － 風力発電事業について、地元企業にメリットがあるよ

うにしてほしい（部品製造等）

前田製管株式会社

本社工場

－ 道路走って見える風車が町のアピールになっていると

感じる（良い）

町の景観にマッチしていればどこでも良いと思う。 －

松山観光バス株式

会社余目タクシー

－ － － 既存の風力発電があるので活用してほしい、　風車

に限らず既存のものの有効活用が良いと思う

庄内町商工会
風力発電、近隣住民、低周波等の問題、被害を考

慮して欲しい（清川地区の音とか）

太陽光・バイオマスなど　積極的に導入したいと考え

ている

－ 技術等ができる会社を紹介して欲しい。導入講習会

などあれば良い

株式会社荘内銀行

余目支店

開発に対する投資効果 立川地区への風力発電を導入した方が良い 河川付近（浸水被害がありそうな場所）の太陽光

は適していない

－

出羽庄内森林組合

株式会社

やまがた新電力

山形県環境エネル

ギー部環境企画課

導入した方が良い、もしくは

導入を控えたい再エネの種類

再エネ開発に適しているエリア

適していないエリア

再エネに関して

町への要望

再エネを開発を計画する際に

留意すべき事項

株式会社

庄内食肉公社

権限なし － － 未利用地なし

JAあまるめ
地域の再エネ電気契約プランについて、協力したいが

難しい。

6~7年前に東北電力から新電力に切り替えた。世界情勢の左右され去年今年でコストが約1.8倍。

多少単価が高くても安定した価格（コスト計算がしやすい）であればメリットがあると思う。

－

JAたがわ

新余目支所

本所で一括しているため権限はない － － －

株式会社

米シスト庄内

利用してみたいので内容が知りたい － － 酒田市に未利用地あり

有限会社

三郷原牧場

既に、やまがた新電力を利用している － － －

株式会社

大商金山牧場

庄内町の再エネ電力会社ができたら、、、地産地

消・付加価値の電気として買いたい（売りたい）

－ － 未利用地なし

株式会社安藤組
PR活動としてのという動機だけでは、高い料金は難

しい。

東北電力と同じ料金であれば。 － －

株式会社渡会電気

土木田代工場

協力したい気持ちはあるが、主要取引先が東北電

力であるため難しい。

そういった取り組みはどんどんやってほしいと思う。 － 未利用地　庄内工場：もともと町が風車を立ててい

た土地を、風車を撤去後購入した（Q3適地）

十和建設株式会社
本社が鶴岡のため、庄内町の事務所単独での利用

希望はできない

－ － 庄内町に未利用地なし

富樫運輸建設

株式会社

何か良くなるなら、使いたいと思う。 － － －

株式会社

グローバルマシーン

安ければ希望する 安ければ希望する 安いほど良い 未利用地なし

前田製管株式会社

本社工場

勉強中 － － －

松山観光バス株式

会社余目タクシー

地元のエネルギー循環は喜ばしい　町を盛り上げてい

きたいという気持ちはある、

価格が安ければぜひ利用したい － －

庄内町商工会
値段・プランによるけど、ニーズはある。同じ値段なら

庄内町（地域再エネ）

－ － 未利用地、現在はない（閉校した学校は立川方面

にあちこちある。将来的に学校の統廃合で5→1

に。。。）株式会社荘内銀行

余目支店

会社全体での判断（権限なし） － － 未利用地なし

出羽庄内森林組合

株式会社

やまがた新電力

山形県環境エネル

ギー部環境企画課

再生可能エネルギーの利用予定

利用希望について

地域の再エネ電気契約プランができた場合

の利用希望について
契約プランへの要望

再エネ導入可能な

未利用地の有無
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Q5～Q8．脱炭素・カーボンニュートラル（CN）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q9．将来ビジョンについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

株式会社

庄内食肉公社

コンポストの無料配布 水道など庄内町に、良くしてもらっている。つねにいろ

いろ相談している。

－ －

JAあまるめ
裏紙利用。ペーパーレス化、生産農家さんとLINE

（営農LINE）。設備の更新

導入の補助もそうだが、更新の時も補助、支援して

ほしい

社用車利用についてできるだけ共用、乗り合わせを

実施し社用車の台数を減らす

－

JAたがわ

新余目支所

環境保全型農業直接補助金。Jクレジット（中干） 補助金の充実。聞き取りとかについてきて欲しい（同

行して欲しい）。

－ もみ殻問題

株式会社

米シスト庄内

水稲中干延長Jクレジットの話があって、騒いでいるこ

ろから、全圃場対象としている

もみ殻問題。農家単位でやれないまとまったことにつ

いて、まちのサポートがあると良い。

メリットがあればすぐ取り組みます。 －

有限会社

三郷原牧場

－

株式会社

大商金山牧場

ハイブリット車。コピー用紙裏紙利用。電気使用のデ

マンドコントロール

担い手がやりやすい、補助金制度等があると良い。

一事業者に押し付けない、町のみんなで。

川沿いの太陽光（再エネ）。 －

株式会社安藤組
LEDに紐スイッチ。運転手さんに車両燃費記録と目

標設定。RE100、ESG。フォークリフトすべて電動

業務以外の面での勉強の機会。目標達成した会

社・個人を表彰して欲しい。

－ －

株式会社渡会電気

土木田代工場

ISO14001。裏紙利用等各セクションの実施 設備の維持管理、更新 － 特に太陽光の廃棄パネルを利用して何かできないか

考えている。パネルのリユース、リサイクル

十和建設株式会社
コピー用紙の裏利用など（ISOからきている、環境を

やっていたが今はやめた。金がかかるだけ）

－ － ガス事業で何かあれば、一緒にやっていきたい。仕事

量的に少ない。機械（重機）を活かしたい。

富樫運輸建設

株式会社

解体業・分別：木はペレット製造のゆざせいざいさん

に持っていく。新車はアンモニア燃料になっている。

－ － －

株式会社

グローバルマシーン

一般的な会社と同じと思う。ISOをこれからとる、一

度やめたが、取り直す。海外向けにはISO必要。

蓄電池の補助、嵩上げ。風力事業、町が取りまとめ

る

前田製管株式会社

本社工場

LED化、節約。コンクリートCO2吸収技術、バシリス

クなど

他社の事例等、情報の提供があれば、うれしい。最

先端技術の講習会などあれば、良い

－ モーター関係が水害でやられた、水のちからを発電に

できないか？等

松山観光バス株式

会社余目タクシー

エコドライブを推奨（経費削減を兼ねてエンジンをな

るべく切るようにといった声掛けを行っている）

脱炭素にむけた（ハイブリッド、EV、水素車）車両

入れ替えの助成金

車両の更新（ハイブリッド車の中古のタクシーを1台

探している途中）。代替燃料への切り替え。

－

庄内町商工会
２０２７年に蛍光灯廃止となるため、１８０本を

LEDをすべて交換（商工会建物）

会員さんからの要望：LED交換の補助金を町で出

して欲しい。却下された。（昨年）。

－ －

株式会社荘内銀行

余目支店

支店：営業場の蛍光灯LED化。全体：「バリュー

チェーン脱炭素促進利子補 給融資」取扱

脱炭素取り組みに対する助成金、融資制度の継続 会社本体での検討 節電

出羽庄内森林組合
Jクレジットについては研究中。

やまがた絆の森協定による森林保全活動を実施。

株式会社

やまがた新電力

山形県環境エネル

ギー部環境企画課

Q6について：森林経営計画作成地区の計画に基づく森林整備の実施。生産基盤・路網整備（特に立谷沢方面）。森林環境譲与税を財源とした各種森

林整備への補助金嵩上げ制度の継続。森林バイオマスの活用・普及。

Q5について：畜フンの堆肥を庄内一円に提供している。使ってくれるお客さんの要望に応えニオイを消した、さらさら堆肥。

　　　　　　　　当農場の飼料は8割がアミノ酸含有率を抑える加熱飼料を与えて温暖化ガス削減に努めている

Q8について：風車の部品、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝに興味がある。東芝、ナセルの部品はｸﾞﾛｰﾊﾞﾙさんで出来るかもね

といっていただけた。東芝、地場の部品を使いたい？建設会社には積極的のようだ（洋上）

Q5．日常業務等で実施している

脱炭素の取組

Q6．脱炭素に向けて、

庄内町に期待するサポート等
Q7．実施予定のある脱炭素施策 Q8．今後取り組みたい脱炭素施策

株式会社

庄内食肉公社

人手不足、庄内町で子育てとかいろいろ、定着しているようだが、、、会社は人の取り合いになっている。 山形県内に3つある食肉公社。生き残ることができるか？

JAあまるめ
農協としての立場もあり、1次産業が中心の町であると考えている。 景観配慮等、現在も支援してもらっているが、そういった配慮、支援もある施策をしてほしい

JAたがわ

新余目支所

後継者不足。立川：離農者が増えている。農協としては地域の農家さんとやりたい。良い土地なので稲作

は後継者がいれば最後まで残ると思う。

きれいに管理された田んぼを残したい。庄内空港から見下ろした美しい風景（教科書に載っている田ん

ぼ）を残したい

株式会社

米シスト庄内

子供が東京から帰ってこない。再エネ業者だけが儲かっている。地元になにが？現場に還元できているのか

が見えない。

地域の人たちが主役であるまち

有限会社

三郷原牧場

役所の自己満足的？気象災害水害の対策が必要。（7月の大雨で）水没してぶたが死んだ。土地が低

い、排水機場の電気が漏電して働かなくなった。

－

株式会社

大商金山牧場

臨空工業団地内でエネルギーをうまく循環させる仕組みをプラットホーム的役割の団体（庄内町）があれ

ばいいと思う。

－

株式会社安藤組
運送部門に関して脱炭素化が図れれば、いいと思う。水素ステーションがないので水素自動車が充実しな

い

まちの一員として一緒に頑張っていきたい。

株式会社渡会電気

土木田代工場

町役場とは良い関係性は気づけていると思う。厳しい意見も言うが、町民にとってよいものになるなら協力は

惜しまない。

町民を巻き込むことで、町民に還元されるうまく予算が回るような取り組み　ヒアリング結果をちゃんと反映して

いることを期待している

十和建設株式会社
庄内町のHPが大きくて（情報量が多すぎ）、混とんとしている（わかりにくい）。 企業全体を巻き込んで。庄内町さんと一緒にやっていきたい。

富樫運輸建設

株式会社

運送業は重機・軽油をバンバン使って走っている。脱炭素と運送業は反している。アンモニアまでは進化して

いる。

－

株式会社

グローバルマシーン

人口減少が進む中で、庄内町がこのまま残っていけるのか？地元採用がこのままできるのか？今はまだよい

けど、これから１０年２０年先どうなるのか？（不安）

頼れる会社になっている。ユーザーの要望に応えられる会社になりたい。部品のみでなく、パッケージで仕事

ができる企業として生き残っていきたい

前田製管株式会社

本社工場

小学生の子供が大人になった時、本当に安全に住める地球であるのか不安。業界下火。セミナー企画とか

町で（ズバリスポットをあてた業界）取り組んでいかないといけないと感じる

子供が大人になった時、本当に安全に住める地球

松山観光バス株式

会社余目タクシー

脱炭素については、庄内町だけでなく庄内地域で1つの方向性を決めて取り組むべき問題と考えている。日

本海側のメタンハイドレートの賦存量が多いと聞く。

大きな事業を動かすために日本海側全体で連携して取り組む

庄内町商工会
人口減少、高齢化（脱退　事業承継）。事業所が減っていっているのが大きい。 商工会があるか不安。移住者対策など町と連携してPRしていきたい

株式会社荘内銀行

余目支店

設備老朽化に伴う更新（会社本体での判断） 情報、業務連携により住民に対する有益なサービス提供が出来る銀行

出羽庄内森林組合

株式会社

やまがた新電力

山形県環境エネル

ギー部環境企画課

現在の課題や今後の意向 庄内町との将来像

❶山形県エネルギー戦略に掲げるエネルギーの「地産地消」と「供給基地化」　❷東日本大震災での大規模停電の教訓を踏まえた「災害対応力の向上」

❸地域資源を活用して生み出された再生可能エネルギーの導入・拡大を通した「地域経済の活性化」と「産業の振興」

持続的発展が可能な豊かで美しい山形県を目指して

～ みんなで創る グリーンやまがた ～

ゼロカーボン等地球温暖化防止のためにも森林組合の果たす役割は重要。庄内町と連携を図り、林業振興施策の積極的な展開に協力していく必要があると考えている。

森林は、二酸化炭素の吸収や水源涵養、自然災害の防止など、多くの公益的機能を果たしている。
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２．庁内アンケート調査結果 

 

アンケート対象 

14 部署：①総務課・選挙管理委員会 ②環境防災課 ③企画情報課 ④建設課 ⑤農林課・

農業委員会事務局 ⑥商工観光課 ⑦企業課 ⑧教育課 ⑨社会教育課 ⑩立川総合支所 

⑪税務町民課・会計室 ⑫保健福祉課 ⑬子育て応援課 ⑭監査委員事務局 

 

アンケート実施時期：2024 年 10 月 

 

 

アンケート内容（共通） 

（１）脱炭素関連 

①町の再エネ導入、および脱炭素の取組について、期待する点 

②町の再エネ導入、および脱炭素の取組について、懸念する点 

③地球温暖化対策実行計画策定において、反映・留意すべき事項 

④各部署で取り組まれている事業で、脱炭素が関連するもの 

⑤今後取組予定の事業の中で脱炭素を取り組むことで、さらに発展が見込める事業について 

（２）地域課題と目指す姿（将来像） 

①再エネや脱炭素の取組に限らず、庄内町において解決すべき課題 

②将来目指したい町の姿について 
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（１）脱炭素関連  

①町の再エネ導入、および脱炭素の取組について、期待する点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総務課・

選挙管理

委員会

■長期的な視点でエネルギーコストの削減が期待できる。■ペーパーレス化や効率的な資源使用もコスト削減につながる。

■脱炭素化への取り組みは、社会的責任を果たす行為として評価され、町のイメージや信頼性が向上する。

■環境にやさしい職場作りは、職員の誇りや働きがいを高める効果がある。

■サステナビリティを重視する若い世代の人材を惹き付ける。

環境防災課

■2050ゼロカーボンの実現に向けて、まずは町自らが再エネ導入等に率先して取り組み、持続可能な社会の実現に貢献し、未来の町民に対して責任のある役割を

果たすこと。

企画情報課

■実現性。他人事ではなく、町民全体の共通目標として、真面目に取り組む人が失望しないような気運の醸成が重要。そのためには「危機感」と「わかりやすさ」、

「取り組みやすさ」が必要。

建設課

■町が率先して実行することで地域の事業者や地域住民の見本となり、全体の意識向上につながることに期待したい。

農林課・

農業委員会事

務局

■地球温暖化対策への貢献と産業振興の両立

商工観光課

■関連企業の町内進出

■新たな雇用の創出

企業課

※3通回答あ

り、カッコ内数字

は識別番号

■地球温暖化の抑制につながる。■大雨による災害の軽減（１）■町が再エネ導入・脱炭素の取組を実施することにより、地域企業においても再エネ導入・脱炭

素等の地球温暖化対策への取組を実施しやすくなる？■他市町村の職員と話をする際に、庄内町といえばという話で立川地域の風車が出てくるが、再エネ導入・

脱炭素の取組により、それが町の特色づくりにつなげることができる？■幼・小中学校・高校での環境学習において、自分が住んでいるまたは自分とかかわりがある町

が実際に再エネ導入や脱炭素の取組を行っていることで、環境への意識や環境保護に対する思いがより強まる？（２）■節約への意識向上につながる。（３）

教育課

■公共施設を中心に、太陽光発電を設置して発電量を見える化し、町民に対しても町の取組みを周知する。

■特に学校施設においては、環境問題や脱炭素によるエネルギー創出に対する興味関心が高まることが期待される。

社会教育課

■風力発電の利用

■市区町村区域内の電力総量（町内の発電量≧町内の電力消費量）

■農林業の振興（森林や農地の適切な管理、保全）

立川総合支所

■マイナスイオンあふれる自然環境の整備による観光素材の開発

■北月山エリア、清川エリア、狩川楯山公園・風車村エリア等

税務町民課

・会計室

■異常気象等地球温暖化への取り組みは重要であり、温暖化を食い止めることの一助となることに期待している。

■また、エネルギー自給率100％を超える自治体もある中、庄内町も上位の自治体に並べるよう再生可能エネルギーの事業を進めていってほしい。

■そのために、風力発電や太陽光発電等の初期投資への補助や学びの機会を増やし、取り組みへの動機づけを行ってほしい。

保健福祉課

■風力発電

■無理なく脱炭素に取り組めるような社会なれば良い。

■地球温暖化の抑制

子育て応援課

■風力発電の先進地であり、今後も積極的に脱炭素への取り組みを強化してほしい。

■先進的な取り組みが評価されること。■太陽光発電や風力発電、水力発電等は、町の自然を取り入れて取り組める再エネ。

■町と企業や家庭で連携した取り組み。　■将来的に継続可能なエネルギーを確保するためにも再エネ導入に期待している。

■コスト(導入費用や維持管理)がかからず、安全な自然エネルギーの活用方法を考えていくことは大事だが、町自体が取り組むというより再エネ導入等に取り組む企

業に対する助成などの後押しをする。

監査委員

事務局

■地球温暖化対策に向けた取り組みをひとつでも多く実現できるよう期待。
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（１）脱炭素関連 

②町の再エネ導入、および脱炭素の取組について、懸念する点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総務課・

選挙管理

委員会

■再エネ設備の導入に至るまで、加えて設備等の廃棄時に発生する炭素の量とのバランス（トータルCO2排出量問題）。■設備の導入やエネルギー効率向上の

ための設備更新には高額な初期投資。■脱炭素化への取り組みには市民の協力が不可欠、十分な理解と賛同を得ることが難しい場合も。■政府の政策や規制

が変動する中で、長期的な計画を立てづらい場合も。

環境防災課

■財源確保について課題はありながらも、一定のコストをかけても必要な施策に取り組むことは、持続可能な社会実現のために必要な未来への投資だということについ

て、役場内部及び町民の皆様からの理解と協力を得られるよう取り組んでいかなければならない。■狩川地内に設置の風力発電について、土砂災害により送電でき

ない事態となっており、今後再エネの導入を促進していくにあたっては、ハザードマップ等により設置場所の安全性が確保できるかについても配慮していく必要がある。

企画情報課

■①と表裏一体ですが、危機感を町全体（町民・企業・団体・行政）で共有できるか、自分事として取り組めるか。

建設課

■導入コストや管理コスト、持続するための人材育成

農林課・

農業委員会事

務局

■経営（自治体、産業）におけるB／Cのバランス

商工観光課

■事業者の反発

■第一次産業との共存

■総論賛成、各論反対による取組みの停滞

企業課

※3通回答あ

り、カッコ内数字

は識別番号

■町だけが先走りすることのないよう、国、県、他の自治体の動向を見ながら慎重にすすめてもらいたい。（１）■再エネ導入・脱炭素の取組をするとなると多額の

費用がかかるイメージがある。■上記の件で住民の理解が得られないのではないか。行政側がやらなければならないと思っているだけであり、住民が税金を使って行って

ほしいことではないのではないか。■導入後の維持に係るコストや人員は確保できるのか。■職員数が減少している中で、別業務もかかえている中で実施するのは可

能なのか。■町だけで行う必要があるのか。近隣市町村も同様の課題を持っているはずであり、連携するのは難しいか。また、行政で行うのではなく、民間との協同や

出資では効果が出ないか。（２）■取り組みが一部の者や団体に偏らなければよい。（３）

教育課

■具体的に導入した場合の初期費用やランニングコスト、耐久年数など総合的に判断して比較検討する必要がある。

社会教育課

■風力発電の衰退

■太陽光発電の維持管理費用や廃棄時の費用

立川総合支所

■風力発電、太陽光発電、地熱発電など、将来性やコスパも踏まえて庄内町が取り組むべき主となる長期的な計画が必要と考える。

税務町民課

・会計室

■脱炭素等にこだわることによる経済活動への影響、風力発電、太陽光発電等の設備の設置による健康被害、無機質な景観への変貌や設備の設置費、維持

費、あるいは解体費等の費用対効果が懸念される。■また、脱炭素等について住民から十分に理解してもらい、設備が必要であれば住民が納得してもらえるよう説

明をする必要がある。

保健福祉課

■風力発電風車による健康被害は本当にあるのか（風車による健康被害だと診断受けた人はいる？高齢者の言っていることを素直に鵜呑みはできない）。動物た

ちへの影響がない取組みかどうか。

■住民の年齢性別を問わず誰もが簡単に取り組めるようなことから進めないと継続が難しいと思う。

子育て応援課

■再エネに取り組むうえで町の財政を圧迫する可能性がある。

■設備投資にかかるコストが大きい。

■維持コスト

監査委員

事務局

■費用がかかるのではないか。
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（１）脱炭素関連 

③地球温暖化対策実行計画策定において、反映・留意すべき事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総務課・

選挙管理

委員会

■例えば「改修時はＺＥＢ化を検討」とした場合、誰がイニシアチブをとるのか？現実的にできる職員（できる部署　建築サイド？環境サイド？）はあるのか？とな

るので、現状の本町職員体制とスキルを踏まえないといけないと思う。理想だけで文言を入れるべきではない。

環境防災課

下記のような国から重点的に取り組むことを期待されている事項について、事業量の目標を設定すること。■町の実態に即し、現実に実施の可能性が高い取り組み

であること。■大規模な事業については国の補助金の活用が見込まれる事業であること。■太陽光発電の導入促進（公共施設、民間、未利用地活用）。■業

務ビル等（公共施設）の省エネと改修時等のZEB化誘導。■住宅・建築物の省エネ性能等の向上（ZEH、既築住宅改修補助事業）。■ゼロカーボン・ドライ

ブ（地域住民のEV購入支援事業、EV公用車）。■エネルギーの地産地消の推進を図ること。

企画情報課

■具体性。「町民一人一人にできること」「地域みんなで取り組むこと」「町全体で取り組むこと」及びそれぞれの目標（目標値）。

建設課

■事業者（庁外）ヒアリング結果、既往住民アンケート結果

農林課・

農業委員会事

務局

■手段としての脱炭素

■意義を広め、皆が少しずつ負荷を引受けながら歩みだす

■具現化のあたりをつけつつ中身に盛り込む

商工観光課

■町内事業者に対する内容のものもあるかと思うが、取り組める範囲のものにしてほしい。（目標が高いと他人事としてとらえ、自ら取り組むという姿勢にならない可能

性がある。）

企業課

※3通回答あ

り、カッコ内数字

は識別番号

■特になし（１）

■反映すべき事項：費用・効果（２）

■国、県、町、住民、それぞれの役割や対応できること。（３）

教育課

■庄内町ならではの取組みがあると良いと思う。かつては生ごみを回収して堆肥としていたことがあったので、循環型の持続可能な施策を検討してはどうか。

社会教育課

■本町の計画策定においては、「マラソンに例えれば、先頭集団又は先頭集団のペースメーカーとして実行計画の内容を策定するのか、第二集団や第三集団又は

それ以降のグループとして実行計画の内容を策定するのか」を明確にしなければならないと考えます。先頭集団としての内容の実施は、多くの場合、相当額の先行投

資や予算と相当の人材の努力が伴うものであると考えられるからです。

■実行計画の内容は本町の考え方、立ち位置を熟慮して策定していくことが大事だと考えます

立川総合支所

■テーマが広範囲のため詳細目標の設定が難しいところではあるが、町の長所を生かし現状課題と将来を見据えた目標設定があればよいと思う。

税務町民課

・会計室

■個人がすべきこと、企業がすべきこと、行政がすべきことがあると思うが、数字等については身近に感じられるようにし、実現可能な目標数値を設定してほしい。■ま

た、住民・企業・行政が良好な関係を築けるように事業を進めてほしい。

保健福祉課

■こまめに電気を消す等のちょっとした節電やゴミの適正管理などが、高齢化により高齢者（特に認知症の方）が増えることで電気の消し忘れ・付けっぱなしやゴミ屋

敷が積み重なって効果が薄れていくのではないか。高齢者に意識付けする対策がより一層必要になっていくのでは。

■再エネ導入の際は、地元の高齢者の方への丁寧な説明を行ってほしい。説明会に出席するのはある程度元気な方。身体・気持ちが弱っている、高齢者の方は説

明会に行く気力がないと思うので。

子育て応援課

■地球温暖化対策については、世界レベルの問題となっていることから、町ができる身近な対策、取り組みを計画に反映させてほしい。

■費用対効果を考慮すること。

■人口を見ながら学校の統廃合を早期に進めていけたらコスト削減や省エネにもつながるのでは。

■将来 ビジョン案⇒『未来へつなぐ笑顔とほこり 人と自然が輝き合う 日本一住みやすいまち庄内町』　とあったが日本一は必要でしょうか？！

監査委員

事務局

■庄内町に見合った計画で策定できればと思います。
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（１）脱炭素関連 

④各部署で取り組まれている事業で、脱炭素が関連するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総務課・

選挙管理

委員会

■ノー残業デー（ただし、形骸化しているので本気の取組が必要。庁舎のＰＣ、照明、空調を定時で強制ＯＦＦ）■省エネ機器の導入（エネルギー効率の高い

照明や暖房設備の導入）■オフィスの断熱性能向上

環境防災課

■地元３事業者が取り組む風力発電事業との連携（庄内町農山漁村再生可能エネルギー基本計画？）。

■温暖化対策地域協議会（町民への普及啓発）。

■廃棄物リサイクルの促進（資源ごみリサイクルセンター、自治会等での古紙回収）。

企画情報課

■各集落への助成（街路灯のLED化）

■まちづくりセンター等の施設のLED化

建設課

■なし

農林課・

農業委員会事

務局

■日本型直接支払事業（環境保全型農業、多面的機能、中山間地域等）■森林保全　■木質ペレットストーブ等導入支援　■道の駅運営（産直・食堂施

設、指定管理）　■学校給食食材供給　■土づくり支援（堆肥投入等助成）　■農林水産業全般（調達、生産、加工、廃棄、流通、販売）

商工観光課

■企業誘致関連

■特に関連する事業はないが、ペレットストーブの設置（タチラボ）やペーパーレス化に取り組んでいる。

企業課

※3通回答あ

り、カッコ内数字

は識別番号

■カーボンオフセット都市ガスの購入（企業課庁舎で使用する分のみ）（１）

■企業課・カーボンニュートラルガスの導入（２）

■カーボンオフセット都市ガスを使用（企業課庁舎使用分のみ）※カーボンクレジット購入による森林保全、植林等に活用（３）

教育課

■特になし

社会教育課

■施設の照明設備のLED化の促進

立川総合支所

■とくになし

税務町民課

・会計室

■ペーパーレスの促進、■使っていないノートパソコンを充電し続けない、節電、■用紙の再利用等

保健福祉課

■歩いて通える範囲に集まる場（住民主体の通いの場）を作る取組み　※車を使わなくても出かけられるという意味で（集落の公民館が遠い人は車を使っている

が・・・）

子育て応援課

■コピーや印刷を極力行わない　■省エネ（電気・ガス・冷暖房の使い方に留意する）

■車のアイドリングストップを職員はもちろん利用者にも呼び掛ける

■ゆずり品コーナー(子ども用品等)の常設　ものを大事に使い、ごみを削減する

■配布資料のペーパーレス化

監査委員

事務局

■文書管理システム導入によるペーパーレス化



 

11 

 

（１）脱炭素関連 

⑤今後取組予定の事業の中で脱炭素を取り組むことで、さらに発展が見込める事業について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総務課・

選挙管理

委員会

■電気自動車やＰＨＥＶなど環境に配慮した車種を選定。■電子文書の使用を促進する、オンライン会議を推奨するなどペーパーレス化の推進。■脱炭素化を

意識した製品やサービスの調達などサプライチェーンの見直し。

環境防災課

■各家庭での太陽光発電設置に対する補助金の交付。■EV充電施設の設置（町で民間企業に場所提供し公共施設に設置する）。

■避難所への太陽光発電と蓄電池の設置（レジリエンス）。■地元で発電している再エネを地元で利用する仕組みの構築⇒新電力販売（非化石証明）。

■例えば企業課が取次店となり、町民等に販売することで、エネルギーの地産地消を図ることができれば、ゼロカーボンの実現が現実的なものとなってくる。

企画情報課

■R8.10のリニューアルをめざして、町営バスの改編を予定しています。「さらに発展」と言えるかわかりませんが地球環境に配慮したものにしていかなくてはならないと認

識しています。

建設課

■管理している公営住宅の設備改修を実施する際、高効率の給湯器等を導入したり、共用部分の照明をLEDに変更する。

農林課・

農業委員会事

務局

■国のみどりチェック開始（国補助事業採択の要件化、R9本格化予定）

商工観光課

■企業誘致関連

■新規雇用

企業課

■特になし

教育課

■小中学校の再編整備に伴う校舎建築の際に、脱炭素の要素を組み込んでいく。

社会教育課

■青少年育成関係の事業や家庭教育の事業における講座やイベントのうち、脱炭素の要素、内容のものを取り組んでいくこと。

立川総合支所

■今後、毎年酷暑となるものと想定されることから、雪を活用した氷室冷房システムなどを構築し省エネを図るなど（ハード事業）

税務町民課

・会計室

■特になし

保健福祉課

■当係の施策「フレイル予防・介護予防」には、①運動、②栄養・口腔、③社会参加が重要。例えば「車を使わないで歩いて（他自転車とか）どこかに参加する」と

いう取組みになれば①と③を満たすため、目的達成できる。ただし、車を使わないとなると会場の場所設定や来ることができる人が限られる（公共交通を使ってまとまっ

て会場に来られるような時間設定や案内をすればバス1台や電車だけで済むか）。

子育て応援課

■入館手続きのデジタル化　紙を出さない事務手続き

■乳幼児健康診査等予定表の一斉配布を廃止することで、印刷や郵送に係る資源やコストの削減につながる。

監査委員

事務局

■特になし
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（２）地域課題と目指す姿（将来像） 

①再エネや脱炭素の取組に限らず、庄内町において解決すべき課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

総務課・

選挙管理

委員会

■公共交通ネットワークの整備や自転車利用の推奨。■住民個人宅や企業施設での断熱性能向上。■自然災害への対策や危機管理体制の整備。■老朽化

したインフラの維持管理と更新作業。■少子高齢化による人口減少や地域の過疎化問題

環境防災課

■少子高齢化による労働力不足が顕著となり町の活力が低下する。それによりインフラ維持も困難となる。

■気候変動により、農作物の生産性や品質の低下が顕著となっており、温暖化に適応するよう農業の在り方も変化していく必要がある。

企画情報課

■公共施設の老朽化

■地域運営組織の地域に根差した円滑な運営（町民主体）

■若い世代に選ばれる、あらゆる環境の整備（少子化対策）

建設課

■内水による浸水被害の軽減

■増え続ける空き家・空き店舗の解消

農林課・

農業委員会事

務局

■地域資源を再発見し活かす

■人口は減少しても活動人口を増やす

商工観光課

■人口減少、少子化対策

■庄内町ブランドの構築による地域産業の活性化と持続可能な仕組みづくり

企業課

※3通回答あ

り、カッコ内数字

は識別番号

■少子高齢化、雇用の創出、ごみの減量（１）

■人口減少、少子高齢化、地域ブランド力の弱さ（２）

教育課

■人口減少、少子高齢化に伴う担い手不足の解消

■高齢者の移動手段の確保

■学区地区間における住みやすさの格差解消

社会教育課

■現在策定作業がめられている、令和8年度からの町の総合計画や教育振興基本計画でとりまとめられていくものととらえています。

立川総合支所

■町民への周知だけでなく、企業、町職員意識が課題であると思う。

税務町民課

・会計室

■人口減少、■空き家、■超高齢化社会等への対策、■充実した公共交通網、■洪水対策等誰もが安心して住むことができるまちづくり、■企業誘致の促進、

■子育て支援等若者が住み続けられるまちづくり

保健福祉課

■人口減少により人がいないため、何をするにも担う人がいなくなっている。■高齢者は、運動などに取組むことで維持はできるが、加齢によりどうしても能力や筋力は

落ちていく。意識して運動や社会参加をしないと維持は難しいが、加齢によって疲れやすく意欲も落ちやすくなっており、なかなか維持のための取組みが続かない人も

多い。能力を維持できないと要介護となり介護サービスを利用する人が増え、財政的にも負担となる。なるべく要介護にならないように元気で居続けられる高齢者を

増やすことが重要。■引きこもりや免許返納後に足がなくて外出機会が減るのも原因かもしれないが、精神的に鬱っぽくなる人が増えている感覚（全国的な傾向値

はあるが、町の数値の根拠はない）。■高齢者の移動手段の充実が課題：今後、支援が必要な高齢者が増加してく。そうならないために健康寿命を延ばしていく

取り組みが必要。身体が元気なうちは自分の車で外出できるが、免許返納してしまうと外出する頻度が少なくなり閉じこもりがちになることで社会参加の機会が減り、

身体が弱っていく。そうならないためには公共交通機関だけでなく地域住民での移動支援の充実が課題。

子育て応援課

■人口減少、少子化対策　■不法投棄などごみの処分に関すること　■空き家対策

■人口を見ながら学校の統廃合を早期に進めていけたらコスト削減や省エネにもつながるのでは。

■会議等の精査、課を超えた業務の統廃合

監査委員

事務局

■地球温暖化の影響？による自然災害への対応
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（２）地域課題と目指す姿（将来像） 

②将来目指したい町の姿について 

 

 

 

 

 

 

 

  

総務課・

選挙管理

委員会

■多様性が尊重されるとともに地域に即した包括的コミュニティが形成されたまち。■人と自然が輝き合う日本一住みやすいまち。■ICT（情報通信技術）を活用

した行政サービスが効率化されたスマートシティ。■雪対策と防災対策が強化されたまち。

環境防災課

■人と自然が輝き合う日本一住みやすいまち　■全国に先駆けて風力発電に取り組んできた町として、今後はエネルギーの地産地消を積極的に推進し、ゼロカーボ

ンシティ宣言の町にふさわしい取り組みを積極的に行う。■人口は減少するが、県内３位の農地面積を活かし、農業の生産性と所得向上により、豊かで活力を保っ

た町であり続けること。■持続可能な社会実現のため、限界集落から中心市街地等への移住策によりコンパクトシティの実現。それにより、インフラ整備や除雪、移動

等にかかるコストを抑制し、同時に温室効果ガス排出量の削減も図られる。■災害が少ない街とは言われてきたが、近年の気候変動により水害や土砂災害が発生

している。再エネルギーの活用等により、災害時も安心安全な避難所の整備等を進めていく。

企画情報課

■若い世代が暮らしやすく居心地の良い町

建設課

■農業を主体とした田園タウンでありながら、立ち寄りたくなる”何か”を備えたまち

農林課・

農業委員会事

務局

■地域の資源と課題を、お金と雇用に変える

■小さな成功体験の手応えを分かち合い、実感が次の実践へと立ち向かわせる循環（習慣）が続く町

商工観光課

■商工業者が元気な町

企業課

※3通回答あ

り、カッコ内数字

は識別番号

■働きたい全ての人の雇用が確保され、安全、安心して暮らすことができる町（１）

■転出者 ＜ 転入者（転入者の方が多くなる）となり、若い世代・働く世代の人口が増加し、民間・地域団体が多く立ち上がり、町の課題に対して行政だけではな

く、民間・地域の力でも解決していこうとする勢いがあり、活気あふれる町。（２）

教育課

■行政と地域住民との協働によるまちづくり

■子育て世代が定住したくなる特色ある魅力づくり

■高齢者が安心して地域で住み続けられる体制づくり

社会教育課

■現在策定作業がめられている、令和8年度からの町の総合計画や教育振興基本計画でとりまとめられていくものととらえています。

立川総合支所

■自然とエコとDXが調和したコンパクトシティの形成、未来型自治体の創生

税務町民課

・会計室

■子ども、若者が増え、地元で就職・起業し、活気がある町　■世代に関係なく町民が元気な町

■人口減少に伴うコンパクトシティーの確立　■時代に流されず、真に町民が必要と思うことを優先し「住んでよかった」と思える町

■「便利」「簡単」「早い」「人を介さない」「無駄を省く」等ＡＩを活用した町

保健福祉課

■高齢者に限らないが、何歳になっても「こういうことをやってみよう」「こういうチャレンジをしてみよう」と挑戦して元気に過ごせる人が多いまち。今の業務で関わっている

高齢者が、高齢になってもいきいきと活動している姿を見ると「こういう風になりたい」と自然と思うので、お互いいい刺激になると思う。■いいところはいいと言い合えるま

ち。悪いところはよく見えるので言いやすい。いいところこそ言ってあげて伸ばしてあげた方がいい。「改善のための指摘」ならいいが「（嫌悪による）ただの愚痴」は不快に

なるだけで建設的なものではなくなる。■住民それぞれが互いを気遣い、地域課題を解決していける状況になればいいと思う。例えば近所で買い物にいく足がない住

民の方がいたときに、自分の買い物に同乗させるとか、買い物を代行するような少しの気遣いで解決することは多くあると思う。■高齢者だから障がい者だからなど、支

えられる側と支える側の一方通行ではなく、持っている能力を生かして支え合いの社会へ。特に地方は高齢化が一層進んで人材が不足していくので、高齢者などの活

躍できる場所を増やしていく。

子育て応援課

■人口減少が緩やかなペースで進行し、子どもからお年寄りまで住みやすいコンパクト　　な町づくり

■人にも環境にも優しい町　■町全体で地球温暖化対策を意識した取り組みや生活に根付いていくことを期待する。

■子どもから高齢者まで意識した省エネ、エコ対策を意識し町全体が取り組む。

監査委員

事務局

■誰もが安心して快適に暮らせる「日本一住みやすく住み続けたい町」の実現
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資料2 事務事業編の対象施設 

 

事務事業編の温室効果ガス排出量の計算は、環境省 LAPPS で管理していきます。 

2023 年度時点では 73 の施設について排出量の計算を行いました。 

そのうち町営風力発電は 2022 年 7 月で  終了、2023 年  月で終了しているため。2024

年度以降は 72 の施設について排出量の計算を行います。 

なお、  施設については施設数が多いことから合計を一式として入力を行っています。 
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事務事業編対象施設（LAPPS で管理） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名 部局 課室 施設大分類 施設中分類

1 余目第一まちづくりセンター 企画情報課 コミュニティ推進係 1 市民文化系施設 101 集会施設(市民文化系)

2 余目第二まちづくりセンター 企画情報課 コミュニティ推進係 1 市民文化系施設 101 集会施設(市民文化系)

3 余目第三まちづくりセンター 企画情報課 コミュニティ推進係 1 市民文化系施設 101 集会施設(市民文化系)

4 余目第四まちづくりセンター（和合館） 企画情報課 コミュニティ推進係 1 市民文化系施設 101 集会施設(市民文化系)

5 狩川まちづくりセンター 企画情報課 コミュニティ推進係 1 市民文化系施設 101 集会施設(市民文化系)

6 清川まちづくりセンター 企画情報課 コミュニティ推進係 1 市民文化系施設 101 集会施設(市民文化系)

7 立谷沢まちづくりセンター 企画情報課 コミュニティ推進係 1 市民文化系施設 101 集会施設(市民文化系)

8 文化創造館　響ホール 社会教育課 社会教育係 1 市民文化系施設 102 文化施設

9 青莪庵 社会教育課 社会教育係 1 市民文化系施設 102 文化施設

10 図書館 社会教育課 図書館 2 社会教育系施設 201 図書館

11 歴史民俗資料館 社会教育課（体育施設） 体育施設 2 社会教育系施設 202 博物館等

12 大中島自然ふれあい館 社会教育課 社会教育係 2 社会教育系施設 203 集会施設(社会教育系)

13 前田野目農村運動公園 企画情報課 コミュニティ推進係 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

14 立谷沢体育館 企画情報課 コミュニティ推進係 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

15 体操センター 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

16 体育センター 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

17 余目グラウンド 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

18 八幡スポーツ公園 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

19 南野グラウンド 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

20 屋内多目的運動場、第二多目的運動場（運動場除） 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

21 庄内町テニスコート 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

22 武道館 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

23 笠山グラウンド 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

24 総合体育館 社会教育課（体育施設） 体育施設 3 スポーツ・レクリエーション系施設 301 スポーツ施設

25 カートソレイユ最上川 商工観光課 観光物産係 3 スポーツ・レクリエーション系施設 302 観光・レクリエーション施設

26 風車村センター 立川総合支所 立川地域振興係 3 スポーツ・レクリエーション系施設 302 観光・レクリエーション施設

27 庄内町農村物交流施設 農林課 農政企画係 3 スポーツ・レクリエーション系施設 302 観光・レクリエーション施設

28 まちなか温泉 商工観光課 観光物産係 3 スポーツ・レクリエーション系施設 303 保養施設

29 月の沢温泉北月山荘（北月山ロッジ・ケビン・キャンプ場を含） 立川総合支所 立川地域振興係 3 スポーツ・レクリエーション系施設 303 保養施設

30 新産業創造館 商工観光課 新産業創造係 4 産業系施設 401 産業施設

31 立谷沢川流域活性化センター 商工観光課 新産業創造係 4 産業系施設 401 産業施設

32 農林漁業体験実習館 立川総合支所 立川地域振興係 4 産業系施設 402 農業施設

33 第一種苗センター 農林課 農産係 4 産業系施設 402 農業施設

34 第二種苗センタ 農林課 農産係 4 産業系施設 402 農業施設

35 庄内町放牧場 農林課 農産係 4 産業系施設 403 畜産施設

36 余目第一小学校 小中学校 小中学校 5 学校教育系施設 501 小学校

37 余目第二小学校 小中学校 小中学校 5 学校教育系施設 501 小学校

38 余目第三小学校 小中学校 小中学校 5 学校教育系施設 501 小学校

39 余目第四小学校 小中学校 小中学校 5 学校教育系施設 501 小学校

40 立川小学校 小中学校 小中学校 5 学校教育系施設 501 小学校

41 余目中学校 小中学校 小中学校 5 学校教育系施設 502 中学校

42 立川中学校 小中学校 小中学校 5 学校教育系施設 502 中学校

43 学校給食共同調理場 教育課 学校給食共同調理場 5 学校教育系施設 506 その他教育施設

44 学校給食共同調理場【ガス GHP】 教育課 学校給食共同調理場 5 学校教育系施設 506 その他教育施設

45 学校給食共同調理場【ガス ボイラー】 教育課 学校給食共同調理場 5 学校教育系施設 506 その他教育施設

46 学校給食共同調理場【ガス 調理室】 教育課 学校給食共同調理場 5 学校教育系施設 506 その他教育施設

47 余目第一幼稚園 幼稚園 幼稚園 6 子育て支援施設 602 幼稚園

48 余目第二幼稚園 幼稚園 幼稚園 6 子育て支援施設 602 幼稚園

49 余目第三幼稚園 幼稚園 幼稚園 6 子育て支援施設 602 幼稚園

50 余目第四幼稚園 幼稚園 幼稚園 6 子育て支援施設 602 幼稚園

51 庄内町保健センター 保健福祉課 健康推進係 7 保健・福祉施設 702 保健施設

52 企業課庁舎 企業課 業務係 9 行政系施設 901 庁舎

53 本庁舎 総務課 管財係 9 行政系施設 901 庁舎

54 消雪　(古田小野里線) 建設課 管理係 9 行政系施設 904 防災・治水施設

55 消雪（狩川駅前線） 建設課 管理係 9 行政系施設 904 防災・治水施設

56 消雪（余目大乗向） 建設課 都市計画係 9 行政系施設 904 防災・治水施設

57 コミュニティ防災センター 環境防災課 危機管理係 9 行政系施設 904 防災・治水施設

58 立川複合拠点施設 立川総合支所 総合支所係 9 行政系施設 904 庁舎

59 児童遊園 建設課 管理係 11 公園 1101 公園

60 農村公園 建設課 管理係 11 公園 1101 公園

61 町民ふれあい広場 建設課 都市計画係 11 公園 1101 公園

62 楯山公園 立川総合支所 立川地域振興係 11 公園 1101 公園

63 上水道施設 企業課 業務係 12 供給処理施設 1202 水道施設

64 立川水源　動力費 企業課 業務係 12 供給処理施設 1202 水道施設

65 簡易水道施設 企業課 業務係 12 供給処理施設 1202 水道施設

66 公共下水道施設 企業課 下水道係 12 供給処理施設 1203 下水道施設

67 農業集落排水施設 企業課 下水道係 12 供給処理施設 1203 下水道施設

68 都市下水道施設 建設課 都市計画係 12 供給処理施設 1203 下水道施設

69 ガス供給施設 企業課 業務係 12 供給処理施設 1204 その他供給施設

70 庄内町火葬場 環境防災課 環境衛生係 14 その他施設 1401 火葬場・斎場・墓地

71 清川駅前広場トイレ 立川総合支所 立川地域振興係 14 その他施設 1404 その他施設

72 狩川駅前広場トイレ 立川総合支所 立川地域振興係 14 その他施設 1404 その他施設

- 町営風力発電所 環境防災課 温暖化対策係 14 その他施設 1404 その他施設
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資料3 ゾーニングマップの概案 

再生可能エネルギーの導入目標達成に向けては、地域が主導し、地域に裨益がある円滑な再

生可能エネルギーの導入・普及を図っていく必要があります。また、導入にあたっては、自然環境や

景観への最大限の配慮を行うことや、地域への理解促進・合意形成を図りながら推進していくことが

重要です。 

 再生可能エネルギーは地域資源であり、その活用は地域を豊かにし得るものとの認識の下、本計

画では国が示す再エネポテンシャルを参考に再生可能エネルギーの導入目標を設定しました。今後、

その実現に向け、国や都道府県が策定する環境保全に係るルール等に則り、町内における再生可

能エネルギーの導入エリアの検討（ゾーニング）を予定しています。 

 ゾーニングでは、基本的に町内全域を対象とし、環境保全や社会的配慮事項に関する地図情

報を重ね合わせ、再生可能エネルギーの開発地としての適否を検討します。また、検討過程におい

て地域関係者や関係機関との意見収取や調整も行い、エリア分けを行います。エリア分けは、各調

査結果から「保全エリア」、「調整エリア」、「促進エリア」などに区分することが考えられます。 

 

 

図 3.1 エリア区分の抽出イメージ 

出展：環境省 地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第 4 版） 

 

 

図 3.2 エリア区分（案） 
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 ゾーニングマップを作成し公開することで、再生可能エネルギー開発にともなう地域住民との円滑

な合意形成、不要なトラブルの防止、地域環境の保全といった効果が期待できます。例えば、町民

の皆さんには町内の再生可能エネルギー開発の可能性や規制状況を把握していただくことができま

す。行政としては無秩序な開発を事前に抑制し、適正な導入促進に活用することができます。発電

事業者においては、事前の事業性検討に活用できることから、事業の見通しが立てやすくなります。

また、環境保全や社会的配慮事項に関する地図情報を一元化するため、地域環境を知るための

教材としても活用できます。 

ここでは、町内全域を対象に太陽光発電（小規模、中大規模）と風力発電（小規模、大規

模）、地熱発電（バイナリー）、中小水力発電を想定したゾーニングマップ概案（図 3.4～図

3.9）を示します。今回の検討で収集した環境保全や社会的配慮事項は表 3.1 に示したものとな

ります。これらの項目毎に「保全エリア」、「調整エリア」、「促進エリア」を設定し、さらに事業性に係る

項目に関して「好適＝再エネポテンシャルがある場所」を「事業性エリア」として区分しました。 

次年度以降に作成するゾーニングマップでは、環境保全や社会的配慮事項に関する追加情報

の取得、地域の自然環境等に詳しい専門家や有識者へのヒアリング、地域住民への説明会などを

通じた意見収集を行い、ゾーニング結果に反映する予定です。 

 

 

 

 

 

図 3.3 ゾーニング事業により期待される効果 
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表 3.1 ゾーニングマップ（案）のエリア条件 
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図 3.4 ゾーニングマップ（概案） 太陽光_小規模 

太陽光（小規模） エリア区分の概要 

• 土砂災害等のリスクが高い地域は保全エリアに設定 

• 建物の屋根上を想定し町内の住居エリア、公共施設などが多い地域を促進エリアに設定 
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図 3.5 ゾーニングマップ（概案） 太陽光_中大規模 

太陽光（土地系） エリア区分の概要 

• 県立自然公園第一種特別地域、動植物の保護地区、土砂災害等のリスクが高い地域は保

全エリアに設定 
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図 3.6 ゾーニングマップ（概案）陸上風力_小規模 

陸上風力_小規模 エリア区分の概要 

• 小型風力を想定。国際電気標準会議（IEC）に基づき、50kW 未満を小型風力とする 

• 県立自然公園第一種特別地域、動植物の保護地区、土砂災害等のリスクが高い地域は保

全エリアに設定 
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3.7 ゾーニングマップ（概案）陸上風力_大規模 

陸上風力_大規模 エリア区分の概要 

• 県立自然公園第一種特別地域、動植物の保護地区、土砂災害等のリスクが高い地域は保

全エリアに設定 

• また、宅地からは 1000m 以内は保全エリアとした 
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図 3.8 ゾーニングマップ（概案）地熱-低温バイナリー発電 

地熱_低温バイナリー エリア区分の概要 

• 県立自然公園第一種特別地域、動植物の保護地区、土砂災害等のリスクが高い地域は保

全エリアに設定 

• また、宅地からは 500m 以内は保全エリアとした 
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図 3.9 ゾーニングマップ（概案）中小水力  

中小水力 エリア区分の概要 

• 県立自然公園第一種特別地域、動植物の保護地区、土砂災害等のリスクが高い地域は保

全エリアに設定 
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資料４ 公共施設の太陽光導入に向けた予備調査 

 

下記の施設について、公共施設の太陽光導入に向けた予備調査を実施しました。 

■ ギャラリー温泉 町湯 

■ 文化創造館 響ホール 

■ 庄内町役場本庁舎 

 

町湯と響ホールについては、省エネ診断も実施しました。 
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資料5 各種会議の開催概要 

 

 

令和 6 年度 環境エネルギー協議会 

 第 1 回 2024 年 10 月 8 日 

 第 2 回 2024 年 11 月 5 日 

 第 3 回 2024 年 12 月 13 日 

 

 

 

 

庁内会議 

 第 1 回 2024 年 10 月 7 日 

 第 2 回 2024 年 11 月 5 日 

 第 3 回 2025 年 1 月 20 日 
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令和 6 年度 第 1 回環境エネルギー協議会 

 

■開催日時 令和 6 年 10 月 8 日【金】10：30～12:00 

■開催場所 庄内町役場本庁舎 B 棟 2 階会議室 1 

■出席者  会長 武田啓之 

副会長 邊見薫 

委員 佐藤吉法、佐藤研、吉田直之、齋藤徹、海藤俊和、早坂恵美子 

アドバイザー 三浦秀一教授（東北芸術工科大学 建築・環境デザイン学科） 

事務局 中野正樹、佐藤正芳、加藤美子、山口千賀子、樋渡康晴 

委託先 基礎地盤コンサルタンツ株式会社  

 

任命書の交付 

１．開会 

２．あいさつ 

３．会長、副会長の選出 

４．諮問 

※別途、諮問書通り 

 

５．協議 

 

庄内町地球温暖化対策実行計画（第二次）の策定について（資料） 

【委託先】 資料に基づき説明。 

【会 長】 順番にご意見・ご感想など、お願いします。 

【委員１】 もみ殻問題について焼く・燻炭等にして田んぼに返すことができれば、土にとっても良いですが、

コスト・物量的な問題があり、自家消費以上に生のもみ殻が余っている状態で、規模問わず

農業者の問題になっています。堆肥の製造施設等、庄内町では規模が小さく、そのあたりは

うまく回っていないなと思いながら、聞いていました。 

【委員２】 計画の説明の中で、太陽光・風力の再エネを導入するような説明でしたが、庄内町では風

力は既に多くの風車が導入されており、余地がないと思います。他の発電、バイオマスなども

あるのではないかと思いました。 

【委員３】 現在、庄内町の方で風力発電、太陽光発電が導入されているということですが、町の面積の

約 6 割が森林であり、これ（森林）を有効活用して欲しい。木質バイオマス発電は山形県

内の鶴岡や酒田など多くの事例があります。庄内町でも C 材（大曲りや大きな節がある丸

太。主に集成材、合板用材、チップ材（製紙用・エネルギー用））が出ていますが、新庄へ

持っていっている状態で、庄内町内で使えば運賃もかからないため有効活用しやすいと思い

ます。森林に力を入れていただきたいと思いました。 
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【委員３】 既往住民アンケート結果①の中で、住みよいまちであるかというアンケートに対する答えが地

域間で格差があることが非常に残念に感じました。町民の皆様が住みよいまちであるように幸

福度を高めていただきながら、再エネ導入をしたい。次の時代にシフトするとしたら、幸福度も

同時に課題解決できるような、何かしらのスパイスを考える必要があります。同時に町の産業

界の皆様がサプライチェーンでありたいというような、産業に対しても地産地消を何とかしたいと

求めていらっしゃるなど、先の幸福度アンケート結果など絡めて、人々が働いて、その対価を

得て幸せに暮らす、クオリティオブライフといった両立、加えて幸福度を追求することも施策に

加えると良い計画になると思います。 

【委員 4】 実施のながれを見るとかなりタイトなスケジュールであり、大型の再エネ導入などは難しいと感じ

ました。また、庄内町の場合は基幹産業である農業のもみ殻問題など、一番先に克服し取

り組むべき問題など、いろいろあります。いろいろな情報をいただいて、多くの方々から判断し

ていただくような進め方をしていただきたいです。 

【委員 5】 事業者の立場として、7 月 25 日の豪雨で、林道が流出して送電線が壊れ、風車が止まっ

ており、ゼロカーボンに向けて地球温暖化対策等いろんな取組をしなければと、感じました。 

既往住民アンケート結果①について、私自身狩川地区におり、住みよい割合が低いというの

が実感としてあるので、地域のいろんな課題を解決しながら、魅力ある地域にしていこうと思

いました。 

【委員 6】 今回の資料も興味がある方皆さんにお配りしたらいいのではないかと感じました。 

また、「コンセプト③町が一丸となり脱炭素社会を実現するまちづくり」について、大きく言うと

教育、小学校から中学校、子どもにも、年 1 回でも出前講座みたいなものがあればと良いと

思いました。 

【三浦先生】 環境省の提供している情報において、再エネのポテンシャルは出ていても実際に導入可能

かどうか判断するのは難しい。ポテンシャルはあくまで机上の数字のため、現場の皆さんの意

見がとても重要です。 

太陽光のポテンシャルに関して、土地系ではわかる人は少ない。土地系のほとんどは営農

型といわれる農地で、庄内町では田んぼが一番大きい。ここまでちゃんと記載すべき。しかし

本当に導入可能かというと、農作業がやりづらいなどいろいろな課題があるためポテンシャル通

りにはいかない。ポテンシャルはあくまでも机上論であって、皆さんの現場の感覚で考えていた

だくのが一番良いと思います。 

もみ殻発電等もあるが、評価されていないものが多く、様々な事例をもとに、地域にあった

再エネを考える必要があります。もみ殻発電については、ヤンマーがやっている滋賀の福原ファ

ームでの事例があり、ぜひヒアリングしてほしい。 

山形のバイオマス発電は飽和状態であるのが現状です。規模の小さいものを導入するの

が現実的（発電ではない形（熱利用、ストーブ））。担い手育成も考慮したバイオマスの

施策を考えていくことが必要です。 

幸福度については、庄内町は様々な地域があり、ひとくくりにはできません。そのため地域ご

とにそれぞれの特性を考慮したうえで再エネ導入等のポテンシャル評価を行い、計画策定をし
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ていく必要があります。 

まずは住まいを良くする（住まいから省エネ、脱炭素を導入）ことなど、住民にとって身近

でメリットのある取り組みなどが重要です。 

資料の説明だけではなく現場の話をしていただくような会議にしていってほしい。 

【委託先】  皆様いろいろなご意見ありがとうございます。今後の会議の進め方など配慮・気を付けなが

ら進めていきたいと思いますので引き続きよろしくお願いいたします。 

【委員１】のご意見に関することについて、言える範囲で教えてください。もみ殻問題について、

燻炭などにするとコストがかかるなどいろいろ問題があるようですが、現状では余ったもみ殻をど

うされていますか。 

【委員１】 自社ではもみ殻を町内のたい肥製造事業者に無料で引き取ってもらい、自分が使う分の肥

料をその業者から購入しています。 

【委託先】   もみ殻活用について、もみ殻発電も含め、次回まで他の地域の事例などどのように活用さ

れているのか調査してまいります。 

続いて、【委員２】のご意見について、風車・太陽光のお話をいただきました。資料の中で

町内町の再エネ発電量は、庄内町の中で消費している電力量に対して 9 割強あり、こ

れは地域外（庄内町の外）へ流出しています。新たにいくつもの再エネ発電施設を増

やすのではなく、町内で発電した再エネを今後地域内で利用する仕組みを作り、既存の

ものを地域で使っていくという形が望ましいのではないかと考えております。 

時間がないため、本日いただいたご意見に関しましては、次回リストにまとめて回答させて

いただきます。引き続きよろしくお願いいたします。 

 

6．その他 

【事務局】 第 2 回は 11 月 8 日午後からを予定しております。 

       引き続きよろしくお願いいたします。 

 

7．閉会  （12:00 閉会） 
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令和 6 年度 第 2 回環境エネルギー協議会 

 

■開催日時 令和 6 年 11 月 8 日（火）13：30～15：00 

■開催場所 庄内町役場本庁舎 B 棟 2 階会議室 2 

■出席者  会長 武田啓之 

委員 佐藤研、吉田直之、斎藤徹、海藤俊和、早坂恵美子 

アドバイザー 三浦秀一教授（東北芸術工科大学 建築・環境デザイン学科） 

事務局 中野正樹、佐藤正芳、加藤美子、山口千賀子、樋渡康晴 

委託先 基礎地盤コンサルタンツ株式会社 

 

１．開会 

２．あいさつ 

３．協議 

 

再生可能エネルギーの導入目標について 

【委員１】  庄内町の再エネ導入量は 93.5％と非常に大きな数字の発電量なのですが、4-7 にある

ように既存の太陽光発電・風力発電を非 FIT でやまがた新電力に売電し地域住民や企

業が購入するという地産地消を実現するため、町を挙げて PR を実施し地域に普及するこ

とで町全体の再エネ普及とエネルギー代金の地域還元を実現するという内容になっていると

思います。 

町が中心になって売電先を増やしていき、93.5% 逐次積み上げているような方策を説明

されていると理解していますが、その点私の考えと一致しているか確認したいです。 

【委託先】  委員がおっしゃる通りです。繰り返しになりますが、庄内町にはすでにその地域の電力消費

量のうち、 93.5% を賄える再生可能エネルギーがございますので、地域でしっかり使って

いく仕組みを作りたいと思っています。 

我々は他の自治体様の計画も作っておりますが、庄内町のすごく良い点といたしましては、

やはり元々風力を早くから始められていることです。町内にたくさんの再エネがすでにあること、

近隣にやまがた新電力様といった地域の電力を買い取って、地域と契約している会社があ

るということに大きなアドバンテージがあると思っています。そういった方々と自治体様がうまく

連携をしていき、地域の方々に地域の電気を使ってもらうという仕組みを作るような方向に

持っていきたいと、それがベースとなる計画をうまく盛り込みたいと思っていました。 

既存再エネ発売の PR 広告支援というところについて、町内に新しい会社ができて、そこか

ら電力を供給できれば一番良いのですが、やはりステップが必要であると考えていますので、

まずは自治体様でできることとして、やまがた新電力様や地域の再エネ利用を促進していく

というところを PR していただくような取り組みから始めていってはどうかというところで、この施

策を書かせていただきました。 

【会 長】   既に電力消費量のうち 93.5%を賄える再生可能エネルギーがあるといった実態ですので、
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有効活用していきましょう！ということでぜひ推進していくのが良いのではないかなと思ってお

ります。 

 

森林の二酸化炭素吸収量の計算方法について 

【委員２】  2-6 の森林二酸化炭素吸収量の計算方法について、森林計画面積の捉え方で民有林

を対象にしていると思いますが、庄内町には民有林だけでなく国有林もあります。面積的に

民有林よりも大きな面積があるため、どういった経緯で民有林のみの面積で計算されている

のかはわかりませんが国有林も反映していただきたいです。 

また、推計の方法で、20 年生前後の炭素吸収量の値と利用していますが、可能であれば

実際の林齢にあった係数で計算した方が良いと思います。 

【委託先】  まず国有林を対象にするかについてですが、各地方公共団体様における計算をする際にベ

ースになるものが、環境省から発行されている地方公共団体実行計画（区域施策編）

策定・実施マニュアル（算定手法編）です。その中では各市町村の計画では、民有林を

まず対象にするようにと記載されておりまして、この庄内町が作る計画の中では、あくまでも

民有林だけを対象にした数値を出させていただいております。 

炭素吸収についてはご指摘の通り 20 年生はあまりにも若すぎますのでこの数値は訂正さ

せてください。 

【三浦先生】 2-6 の森林二酸化炭素吸収量の計算方法について、式の中に人工造林面積を入れて

いらっしゃいます。植林ということですが、通常間伐したところを吸収源として扱います。もちろ

ん造林をすれば吸収量も増加しますが、そんなに多くはなく間伐面積も含めるべきです。 

また、2050 年の値も出ていますが庄内地域森林計画は 2050 年まで出ていますか？ 

【委託先】   2050 年の値に関しましては現状の計画がそのまま進んだ場合の毎年の割合をおいており

ます。 

【三浦先生】 2050 年までに（造林面積が）そんなに伸びるかといったこともありますので、全体的に見

直していただいた方が良いかと思います。 

国有林の扱いもマニュアルには民有林を対象にすると書いてあるかもしれませんが、参考値

などといった形でいれるといった考え方もあると思います。 

【委員２】  国有林も森林管理署の方に訪ねていただければ、整備している面積など回答いただけると

思いますので、庄内町の計画ですし、できればいれて計算していただきたいと思っております。 

【委託先】  参考値として国有林の値をお示しすることは可能かと思います。しかしおそらくになってしまい

恐縮ですが、国が出す数値と庄内町とでダブルカウントしてしまう可能性があるので、参考

値として出しつつも、CO2 の削減量は民有林だけの数値を利用する形になってしまいます。 

【三浦先生】 ダブルカウントで本当になるのかどうか？「国有林の扱いをどうするか」環境省に確認してい

ただいた方が良いですよ。 

【委託先】   次回確認させていただいたうえで、改めて回答させていただきます。 
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施策案、出前講座などについて 

【委員３】  資料を見ることで精一杯で、初めて知ったことがほとんどでした。前回の振り返りの❹につい

て、“子供に向けた環境教育を企画したいと考えている”とありますが、具体的にはまだ今の

ところはないという解釈でよろしいでしょうか。 

【委託先】  施策として食育とか、地元特産品の開発等、学校施設とか福祉施設での展開というのを

考えていますが、具体的なイベントに関してはまだ検討中です。 

【委員３】  食育等も大切ですが、省エネチャレンジだけでは全然わかっていない子が大勢いるんですよ

ね。この資料を見ている方以外がいっぱいいるわけですから、難しいことをかみ砕いて一歩ず

つ、やっていけるようなことも、何かないかと私も随時思っております。 

【委託先】  引き続き役場の方々ともご協議させていただきたいと思います。 

 

J クレジットともみ殻活用について 

【委員４】  J クレジットについてです。一般の町民や、私も含めてですが、具体的に把握していないとい

う状況です。なんとなくですが労働者のために J クレジットをつくって、いくらか収入があるのか

な？という捉え方をしています。例えば具体的な数字を示していただければ、田んぼ 1 反あ

たりいくらの収入になり、是非やりましょう！と稲作をしている方に働き掛けができると思いま

す。庄内町の稲作や林業の収入になり、非常に良いことなので J クレジットについて、具体

的にしていただきたいと思います。 

もう一点、もみ殻の活用事例をいろいろと調べていただきありがとうございます。庄内町での

もみ殻の排出量や全体の量などはまだ把握されていないようですね。もみ殻の排出量と処

理する機械とのバランスでも施策の選定の視点が変わってくるかと思いますので、調べていた

だきたいと感じました。 

【委託先】   施策の部分はおっしゃる通りだと思います。J クレジットについては農家さんの利益になる部

分はありますということと、もみ殻の部分の具体的な数値について、施策の具体的な部分で

次回しっかりと提示できるよう準備しようと思っております。 

 

再生可能エネルギーの導入目標について 

【委員５】   温室効果ガスの排出量について、人口の将来予測はかなり人口減少になっていると思い

ますが、脱炭素シナリオの検討は、そういった人口減少を踏まえたものになっているのでしょ

うか。 

【委託先】   はい。2030 年、2050 年に向けて、脱炭素を通じた電化の取り組みをシナリオの中に組

み込んでおりまして、人口が減っていっても、従来は化石燃料を使っていたものを電気で

置き換えている部分がありますので、電力消費量が増加することも踏まえて、このような推

計となっています。 

【委員５】   再生可能エネルギーの導入目標の 2030 年中間目標に陸上風力 3.6MW とあります

が、2030 年だともう今から始めていないと目標が達成できないと思いました。 

 この導入目標の目安の 2030 年はあっという間に来きてしまいます。 
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【委託先】   今おっしゃっていただいたことはすごく大事だと思っています。今回、2030 年までにこれくら

い（3-2 の導入目標）の再生可能エネルギーを導入目指していく必要があるということ

が計算結果として出てきました。その中で我々が考えた現状の目標案では、陸上風力と

いった既にあるものを取り込んでいくべく、陸上風力の導入目標の割合を高めに設定して

おります。陸上風力の活用を地域で目指していくのか、やはり景観上、環境の問題等か

ら、太陽光や別のエネルギーが良いのか、この計画の中に皆様の意見をできる限り反映し

ながら目標設定をしていきたいと考えております。 

【委員５】   2030 年時点の目標に示してあるような 40 戸の太陽光の屋根発電、あるいは太陽光

の土地で 0.4 以下の太陽光発電があれば、目標達成できるシナリオなので、決してそ

んなにハードルが高いという感じではないのかなと思います。むしろ 2030 年から 2050

年にシフトする方が非常に問題だと思うので、やはり目先の話よりも先の話を見据えたこと

を、計画の中で意識して考えていくようなものにしていきたいなと思いました。 

 

意見の中からコメント（三浦先生） 

再生可能エネルギーの導入目標について 

【三浦先生】  再エネの導入量 93.5％について、重要な数値だと思うので、必ず資料に入れていただ

いた方が良いです。また、立谷沢川の東北電力の水力について記載がありませんが、FIT

であるとかないとか関わらず再生可能エネルギーです。追加性という意味ではなく既存の

最大設備として、庄内町の資源を使った電源であるということを記載するべきだと思います。 

その上で例えば、3-2 です。導入目標のところで、“2022 年度（FIT 導入量）”と FIT

導入量に限定されていますが、地域再エネ利用率は０％です。導入量は93.5％あるけ

れど、地域で消費されていないため０％にしている。そこにある電源は、その場所で確かに

小売りまでやってないけれども、利用まで行かなくても再エネを生産している割合というのは

存在するのに出てきていません。ここで０％と書いてしまうと 93.5％だとおっしゃっている話

がなぜ０だろうというように見えてしまいます。環境省的に厳密の定義はないです。やはり

住民の感覚としては、風車があって、風車の発電事業者さんもあって、なのに 0％というの

は違和感だと思います。しっかりとわかるように表現していただいた方が良いと思います。 

また、地域再エネ利用率 10％というのは、FIT 電源を入れないで、2025 年からスタート

して追加的なものを 10%入れるということです。しかし導入目標も例えば太陽光 40 戸

等書いてありますが、いつからかの記載がありません。 

【委託先】   基準年の 2013 年からです。風力にかなり頼っているので、2013 年から 2030 年まで

に、屋根上の太陽光が 40 戸という値となっております。 

【三浦先生】  今まで何戸ぐらいかわかりますか？ 

【事務局】   何戸かのデータは現状ございません。 

【三浦先生】  2013 年からであればすでに導入目標 40 戸を超えていませんか？ 

【委託先】   あくまでも CO2 の計算上なので、FIT 売電ではなく自家消費されている分が 40 戸以上

あれば一応目標達成できるといった値です。 
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【三浦先生】  基準年からと先ほどおっしゃいましたが、風車はもっと導入されています。 

【委託先】   もともと 2013 年から風車があっても良いのですが、“陸上風力の目標の値についても”地

域で使える電力として使う風車という意味です。 

【三浦先生】  小売りをするところまでやるという意味ですね。そこまでやってしまうと地域新電力が必要で

どこの自治体も出来ないです。地域新電力会社があるところでほとんどないので、地域で

作った再エネ電力を地域で使うことを条件にしてはできないです。 

2030 年までにはそれをやりましょうという目標の中で言えば同じことですよね。今既存の

風力だって、同じように電力業者を使って、地域で地産地消と同じようにできるわけです。

新規追加の 2 基に限定する必要がない。既存の風車も同じように扱えるのではないです

か？ 

【委託先】    ケースとして 2 つあろうかと思っています。新規に風車を 2 基作り、それをやまがた新電力

様に購入していただいて、地域に供給するケース。今ある既存の風車 2 基分を卒 FIT し

て、やまがた新電力様に購入していただき地域に供給するケース。この 2 ケースがあると思

っています。 

あくまで目標として 2030 年までに CO2 排出量を 50% 削減達成するため、シナリオの

一つとして地域の再生可能エネルギーを考えて、規模感として風車 2 基分の地域電力

化が必要になってくるっていうイメージをお示ししています。 

【三浦先生】  それでは皆さんが全くわからないと思います。どういう目標を作ろうとしているのかです。シナ

リオ上の 10％ありきにする必要は全くないです。だから風車 2 基に限定せず、全部を入

れた方が良いです。 

そのうえで海藤委員が先ほどおっしゃっていたのは、今から新規で風車を作ろうとしても間

に合わないということです。実際にやるとしたら、新電力会社を経由して電力を供給すると

いう方法しかないということがはっきりしたので、新規の導入量を言っている話なのか、小売

りということまで含めて実際使うということを言っているのか、はっきりと記載していただきたい。

そうでなければ皆さんが混乱してしまいます。その混乱がないようにしていただかなければな

りません。 

また、小売りから消費まで含めて計画をたてている自治体はないと思います。そこまで言

及してしまうとできないのですし、庄内町にとっても 93.5％はやはり大きな数字ですので、

そのあたり少し考え方を変えられた方が良いと思います。そういう意味で風力をどういう位

置づけにするか、追加の部分である太陽光発電などのその他再エネをどこまで目標に上げ

るかなど、ちゃんと整理をしていかないと、どのように読み取って良いかわからない資料になっ

てしまいます。 

新規の設備についても考えなければいけないのですが、陸上風力は新規には無理です。

そのため、太陽光などをどのくらい導入するのか、それは基準年 2013 年の基準ではなく

て、これからの施策ですから、今年から 2030 年までの 5 年 6 年の間で例えば屋根上に

太陽光を何件入れるのかを導入目標で書いていただければ良いと思います。まずはその

あたりを整理してください。 
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再生可能エネルギーのポテンシャル評価について 

【三浦先生】  3-1 の中小水力のポテンシャルについて、適用性が✕になっています。しかし庄内町は月

山があって月山に大量の雪が溜まるかため、昔から発電事業はあります。実際東北電力

が古くからここに発電所を作っています。他に小さな発電ポテンシャルが REPOS にもしっか

り書いてあります。そのため適用性が✕なはずがないですし、概要に河川の流量に乏しいと

記述がありますが乏しいはずがないです。誤り記述だと思いますので修正いただきたいです。 

【委託先】    雪解け水といっても流量が一定ではなく、また、水力の小規模なものは採算を取るのが難

しいといったこともございますので適用性に関しては難しいと判断いたしました。 

【三浦先生】  実際民間で検討された事例もあり、流量調査を実施しなければわからないことなので検

討しなおしていただいた方が良いと思います。 

【委託先】    承知いたしました。 

 

将来ビジョン・コンセプト・施策案 EV 化について 

【委員１】    4-6 の取り組みの 2 番目、公用車の EV 化とありますが、台数がかなり少なく、温室効

果ガス排出量の削減に寄与するのか少し疑問に感じました。停電時といった時に EV 車

を活用するといった表現が良いのではないか思います。 

【委託先】    確かに公用車の数がそこまで多くないということはもっともですので、数値の部分について今

後の詰めていきたいと思います。ここの意図していたところはおっしゃる通りどちらかというと停

電時の非常用電源に使えるような話がメインだと思います。 

【委員１】    大きな災害が発生した場合、避難所の電力のために使用するということですが、役場も

様々な対応があるかと思いますので、公用車となると「電力としての」対応ができなくなって

しまうのではないかという疑問が出ると思います。 

【委託先】    ありがとうございます。公用車だけではなくて、公共交通の例えばバスなどといった部分まで 

EV 化することは考えてはいますので、数値化した時に、本当に効果があるのかどうかといっ

たところまで含めて具体化していこうと思います。 

【事務局】    事務事業編の部分で役場自体が取り組むこととして、一応政府人口計画に沿った取り

組みを求められておりまして、実現するのか分かりませんが、県民の方が 2030 年度ま

でに、全て電気自動車とするということになっています。そのため、全部は無理としても、一

部そういったものを進めるという検討をせざるを得ないような現状にはいるところでございま

す。いろいろな公用車があり、一般的な公用車以外でもかき集めると相当な台数にはな

りますので、出来るところでやっていかなければならないと考えております。 

 

木質バイオマスについて、計画の在り方 

【委員２】    木質バイオマスの事例 3-8 について、わざわざ北海道の事例を出していただいております

が、山形県内に木質バイオマスの事例はたくさんあります。例えば最上町ではまちづくりと

してやられていますし、北海道の事例を持ってくる必要性はないと感じました。 
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また、先ほどのポテンシャルの話の中で、ポテンシャルの数値化ができるものに関しては数

値が高いから適用性が高いと“◎”になっています。しかしこの適用性から外れたものは導

入目標のところには出てきません。ということは最初から木質バイオマスは検討から外れて

しまっている。確かに書いてありますが、この結果を見て 2050 年の 20 年 30 年後の計

画の中にもポテンシャルが低いから出てこないのだと受け取りました。最初から太陽光発電、

風力発電ありきでこの計画が立てられているのではないかということを思いました。 

庄内町の森林の面積は 60%以上あるのだから、やっぱりこれを活用していかなければな

らないと思います。森林を活用することによって、雇用が生まれます。そこで産業ができてい

きます。 

将来的に庄内町はその地域資源をどうやって活用していくかということを、この計画の中に

作っていくところまでが大切です。やはり少し、最初から結論が出ていて作っているのではな

いかというふうに私は受け取りました。 

【委託先】    木質バイオマスの活用についてはもちろん考えております。しかし再生可能エネルギー導入

目標にいれたものが、あくまで電気で使う場合の目標値となっております。その中で木質バ

イオマス発電を庄内町で導入できるかと考えたときに、まずはポテンシャルで考えた場合に

電気として使うべきなのは太陽光と風力ではないかというのが、今回検討してきた結果と

してお示ししております。 

木質バイオマスに関しましては主に熱利用での活用がいいのではないかとイメージしている

ところでございます。ただ、やはり電気利用も考えた方が良いといったご意見でしょうか。 

【委員２】    発電に限らず計画を策定していかなければいけないのかなと思います。発電にこだわってし

まうからこのような目標になってしまうので、やはりそこにある地域資源を活かして、その地

域の産業を活性化させる地域のエネルギーを活用していくための基本的な計画なので、

発電だけを考えてしまうとおかしいのではないかと思いますが三浦先生はどう思われますか。 

【三浦先生】  例えば、50 ㎾くらいの小型のバイオマス発電も入っていますし、山形県の高畠町でも実

際小型のバイオマス発電もやっているメーカーさんもあります。そういった事例も入れていた

だいた方が良いですし、やはりバイオマスでも同じように導入目標や目安を作られるのが施

策検討の上でも良いのかなと思います。 

 

【会 長】    目標にあるように 2030 年 2050 年までにこれだけの CO2 を削減していきましょうという

ことですが、周知していくためには、これだけのメリットはありますといったような PR 的な一

般の家庭に向けての普及も含めて推進、検討していく必要があると思います。そういった

情報も含めて情報提供していただけるといろいろな施策検討していけると思いますのでよ

ろしくお願いいたします。 

 

 

５．その他 

【事務局】    前回三浦先生からお話がありましたが、建築業者の視点からということで、佐藤勝弘委
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員が 2 回ともお休みでしたので、所属母体である商工会とお話をさせていただきながら、

今日提案させていただきました、将来ビジョン・コンセプトの中の住みやすい快適な住環境

の作りの中で、町内の建築事業者さんが何かできること、もしくは経済循環で裨益される

ような取り組みがないか、確認させていただいた上でまたご提案させていただきたいと考え

ております。 

 

６．閉会      （閉会 15：00） 
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令和 6 年度 第 3 回環境エネルギー協議会 

 

■開催日時 令和 6 年 12 月 13 日【金】13：30～15：00 

■開催場所 庄内町役場本庁舎 B 棟 2 階入札室 

■出席者  会長 武田啓之 

副会長 邊見薫 

委員 佐藤研、吉田直之、斎藤徹、海藤俊和、田澤縁、早坂恵美子 

アドバイザー 三浦秀一教授（東北芸術工科大学 建築・環境デザイン学科） 

事務局 中野正樹、佐藤正芳、加藤美子、山口千賀子、樋渡康晴 

委託先 基礎地盤コンサルタンツ株式会社 

 

1．開会 

2．あいさつ 

3．諮問 

4．協議 

 

ロゴマークについて 

【議長】   ロゴマークについても説明をお願いします。 

【委託先】  庄内町の皆さんが計画に親しみを持ってもらうため、ロゴマークを提案させていただきました。

当初アンケート等で決める予定でしたが機会が無く、今回が最後の協議会ということでご意

見を伺いたいです。4 つの候補のうち➁の“庄内町の新エネ 100 選風景の風力発電と田に

月山、数字のゼロで構成したもの”が本計画にふさわしいのではないかと考えておりますが、い

かがでしょうか。 

【議長ほか】良いと思います。 

 

バイオガスの可能性について 

【委員１】  施策案にもみ殻や木材のバイオマス活用については書かれておりますが、庄内町は農業や

林業だけでなく畜産もありますしメタンガス等のバイオガス活用の可能性はないのでしょうか。 

【委託先】  バイオマス活用に関しましては前回協議会までの話を受けて、町の要望等から 6 次産業と

もみ殻と木材を大きな施策として考えていたところです。そのため、糞尿等の活用については

検討自体出来ていません。 

【事務局】  畜産関係の事業者様にもヒアリングに行っていただきましたが、その際に糞尿等の利用とい

ったご要望やお話がなかったという中で施策検討では入ってこなかったというところです。 

【三浦先生】 大商さんや庄内町でもかつて（糞尿等の利用について）検討されていましたよね。それは

もうやめられたということでしょうか。 

【事務局】  食物残渣や家畜の糞尿等検討はされていました。はっきりと廃止とは聞いていませんが
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なかなか進んでいないというような状況です。当時視察等行ってまいりましたが、原価

や材料の搬入等において課題があると認識しております。 

【三浦先生】 現時点ではそうです。しかし、計画の中では資源としての可能性を見ており、活用に関して

は将来的に可能性があります。長期的な話なので可能性として残しておいた方が良いと思

います。 

 

公共施設（避難所等）への再エネ導入目標について  

【委員 2】 町役場の皆様は今でも一人二役三役と非常に大変なお仕事を兼務されながらこなしていら

っしゃって、町民として非常に感謝しております。これから人口減少に伴いまして、庄内町も公

共施設もどんどん少なくなっていくのではないかと考えられます。また、デジタルトランスフォーメー

ションなどによって公共施設の建物としての必要性も少しずつ減っていくのではないかと思いま

す。再エネの導入目標には 2050 年までに（設備容量）530kw、避難所５３箇所と記

載されていますが、公共施設数が減少していく中で達成できる目標値となっているのでしょう

か。 

 

【事務局】  再エネ導入目標は国の重点加速化事業交付金の事業計画案に合致している数字です。

施設数が減っていくことを想定し、まずは避難所指定されていて、残ると思われる施設、尚

且つ耐震性等にも問題なく太陽光設備が設置できると見込まれる施設に絞り、積み上げ

た数字ですので、全く達成できないといった目標ではありません。まだ決定はしておりません

が、来年度には公共施設への太陽光導入ポテンシャル調査を予定しており、確実に達成

できるかは、調査結果を踏まえながら精査していくことになろうかと思います。また補助金を

利用する場合、PPA 方式が対象ですので、事業者様に貸し出す場所もそうですが、協力

してくださる事業者様がいらっしゃるかといった課題もございますので、今ここに記載されてい

るのは可能性としての最大数です。 

 ただ、おっしゃる通り施設数は減少していくと考えられますので成果のイメージとして具体的

な施設数を明記しないでも良いのではと感じました。 

【委託先】  推計の目標値と電力の総量の話で目標値を置いている一方で、あくまでもイメージとしての

話で（公共施設の数を）掲載しておりました。公共施設の数も目標値と同様に計算して

おり、施設数が減少するといったところまでは反映はしておらず、また一緒に掲載をしてしまっ

ていますので、発電量の話と公共施設の数の話と混乱を生じさせるような記載でした。確

定している発電量等の目標値は変更せず、成果のイメージ部分の掲載を見直します。 

 

子どもたちに向けた環境教育等の推進について  

【委員１】  施策 11.子どもたちに向けた環境教育等の推進について、目指す姿イメージに小中学校、

庄内町（職員）とあります。まちづくりセンターや学童もすごく子供たちと関わりのある場所

ですが、センターの職員の方々は庄内町の職員ではないです。実際その（まちづくりセンタ

ー・学童）職員が分別できていないことが多々目につきます。そういった学校の先生方にお
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任せする部分ではないところもありますから、ぜひまちづくりセンターと学童を盛り込んでいただ

きたいです。 

【委託先】  おっしゃる通り小中学校に限定する必要性は全くなく、子供たちが触れる機会はまちづくり

センターや学童含め、複数あると思っております。限定しない記載とまちづくりセンター、学童

における子供たちへの伝播の仕方等は反映しても良いかと思います。 

【事務局】  庄内町の場合高校もありますので、小中学校等と記載し、庄内町の職員が子供たちに直

接という形ではなく、小中学校や学童、まちづくりセンターの環境教育に関与していく。そこ

を通じて環境教育を実施していただくといった形であれば、委員のご意見も反映されたもの

になるのではないでしょうか。 

 

避難所に設置する太陽光の災害時の対応について 

【委員３】  避難所に太陽光パネル、蓄電池を設置とありますが、地震で太陽光発電設備が壊れるこ

ともあると思います。重点として再エネ導入に予算をかけて、実際使えないといった可能性も

考えなければならないと思います。実際の災害時の事例などあれば教えていただきたいです。 

【委託先】  現在、環境省で公共施設を対象とした太陽光のポテンシャル評価の補助金などがあります。

その評価をする際は必ず建物の耐震性を調査します。耐震基準を満たしていれば設置可

能な建物として具体的に計画の中に入っていきます。我々は実績としてそういった形をとって

います。庄内町様においてもそういった取り組みを進めていただいていると思います。 

【事務局】  再エネを施設の 50％以上に設置するという国の目標設定がありますので、取り組む必要

があります。そのため太陽光の公共施設への導入をある程度していくといった内容です。また、

重点加速の制度を利用するにあたっても、国の目標に沿う、あるいは目標以上を目指さな

ければ採択されないので、最低程度取り組んでいこうと考えております。 

【議長】    再エネに関しては、いろいろと新しい技術等出てきており、考え方としても変わっていくような

気がしておりますので、その辺りの動向をみながら進めていただければと思います。 

 

公用車の EV 化について 

【委員４】  施策 2. 公用車の EV 化について、山形県は全国で 3 番目に人当たりの車両数が多い

県です。その対策の一部として公用車を EV 化が挙げられているのかなと思います。しかし

全国 3 番目に多い車両の対策として、やはり庄内町全体の対策の方が重要ではないかと

感じました。 

 もう一点、非常時の取り扱いについて、停電した場合避難所や住宅などから要請があっ

た場合現場に行って電力を供給するといった対応をとられるのでしょうか。 

【委託先】   一点目は施策の対象を公用車に限定する必要はないのではないかといったご指摘である

と認識しております。我々としてももちろん EV 化の対象を公用車に限定しているわけでは

なく、施策メニューとして公用車の EV 化を挙げさせていただいております。表現しきれなかっ

たということ、また、公用車以外の EV 化に対する施策の可能性などは検討していなかっと

いった回答になります。庄内町様として公用車以外の EV 化について何かご意向等ありま
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すでしょうか。 

【事務局】   公用車以外の EV 化の啓発等はもちろんしていきます。補助金活用のことが頭にあったた

め、なかなか民間に出すのが現状難しいといった判断になり、一般の家庭の車両に関して

詳しく記載しないでいました。公用車だけに限定する必要はないと考えております。 

【委員４】  普通の自動車もいずれは取り替えていくので、その時は買い替えとして合わせた方が良く、

わざわざ EV 化するために予算を取るといったことはないということですか。 

【事務局】  公用車に関しても買い替えの際に EV 車を選択していくということです。また EV と書いてあ

りますが、ここに書いてある EV というのは、ハイブリッドまで含めてということです。補助金では

少し違いますが、電気自動車だけじゃなくて、ハイブリッドまで含めてということですので、まず

はなんとか優先的にということで記載させていただいております。 

【委託先】  施策としては EV 化を公用車に限定しない形としまして、目標値として公用車の部分を記

載するといった修正をさせていただきます。 

【三浦先生】ハイブリットを含めるのであれば EV 化ではなく、次世代自動車などの言葉を使用してくださ

い。 

【委託先】  二点目、非常時の活用のイメージについてですが、何か要請があってから活動するというより

か、電力の供給が止まってしまった場所に対して EV をあてがうといった対応が考えられるだ

ろうということで、イメージとして提示しております。 

【委員４】  行政と記載がありますが、これは役場の方で対応するということでしょうか。 

【事務局】  役場の方で EV 化が進みましたら、災害時に避難所等で電力を供給することは可能だろう

と考えております。 

【委員４】  台風や地震とか大きいものが来た場合、役場の方が対応できますか。 

【事務局】  例えば、7 月 25 日の大雨の災害の場合ですと、一定程度被災地域が限られますので、

そういった場合では対応は可能であると考えております。ただ全町的なものとなりますと、おそ

らく職員も動くことができないと思いますが、避難所担当職員がおりますので、その職員が現

地に赴く際に公用車、EV を使えばある程度対応できるのではないかと思います。 

【委員４】  能登半島の地震の時もトヨタや日産などといったところが中心になって対応していたと思いま

す。しかし知識がない人が対応するのは危ないことです。知識がない人が対応するというの

はちょっと無理な話だと思います。もし対応した人が感電してしまったらという可能性あると思

います。 

【事務局】  先日、まさにトヨタさんから EV 車をお借りして実演しましたが、そこまで危ないといった印象は

なかったです。 

【委員４】  EV であっても 1500 ㎾の対応しかできないため、もっともっと車の台数も必要になってきま

す。能登半島地震の際の対応の情報をみると、こういった対応が必要なのではないかなど

非常に参考になったため、質問をさせていただきました。 

【議長】    EV に関していえば、先ほど建物の耐震と太陽光の話とも関連しているかもしれませんが、

防災的なイメージの側面もありますし、またさっき話し合った BCP につながるような、そういっ

た側面もあるかと思いますが、逆に環境という観点じゃなくて、防災も含めた、整理、検討を



 

119 

 

していただきたいです。 

 

森林に関する施策の重要度について 

【委員 2】  庄内町の重点施策案について、ビジョン・取組重要度とありまして、主に重要度が高いもの

から順に取り組んでいくというような記載があります。一番下の方に美しい田園空気や森林

資源を生かす脱炭素と書いてありますが、残念ながら森林に関しては高でもなく中でもなく

低でもなかったわけですが、これは 30 年、50 年までの計画ということで、さっき見直しをする

という話がありました。ここの重要度というのは、例えば時間が経つと変わっていくというお話も

さっきも言われていたので、そこのところは少し考え方がこれから変わっていく可能性もあるだ

ろうと期待をしているところです。これからも変わっていただければなと思います。 

ゼロカーボンを達成するための脱炭素シナリオには森林の CO2 吸収量 32.7 千 t が入っ

ています。当然、森林整備がなされていて、この数値（吸収量）が維持できるというふうに

私は思っています。これからもそういった姿勢は当然、取っていかなければならないと思ってお

ります。森林整備に関しては、森林組合がまず庄内町さんと協力、連携しながらやっていく

部分もあります。いろいろな支援とかいただいており、非常にありがたいなと思っていますけれ

ども、これからも数値を維持するために森林整備に関して、ぜひ協力をお願いしたいなという

ことを最後にお話しさせていただきたいと思いました。 

【議長】    当然だと思いますけれども、今回策定するわけですけれども、来年度以降ですね、ぜひまた

そういった見直しというのをしていき、そういったものを継続してまずやっていっていただきたいと

いうのがありましたので、私の方からもお願いいたします。 

2013 年から 2023 年の森林吸収量かありますが、その推移はどのようになっているので

しょうか。 

【委託先】  今回 2013 年から 2023 年の 10 年間と 2018 年から 2023 年の 5 年間の 2 ケース計

算しておりまして、直近 5 年間では 10 年間よりも（1 年あたりの炭素吸収量が）少ない

結果となっています。炭素固定量は主伐間伐などで一時的に大きく減少することもあり一

概に減少とは言えませんが、短い期間でみると炭素固定量が少ないといった結果でした。 

【議長】    これから森林の吸収量についてしっかりとチェックしていただきたいです。 

 

【委員５】   とてもよくわかる資料で、国や町自体がどうなるかわからない状態で、よくここまでまとめてい

ただいたなと感じております。ありがとうございました。 

やはりここで考えなければならないのは、財政規模が非常に小さい町なので、国の補助

金で 100%のものがあればそれにすぐ手を上げていかなくちゃいけないということです。スピー

ド感を持って町の職員ができるかというと、職員も少なくなる中で、コンサルタント会社が持っ

ている情報というのは非常に有益なものがあると思います。そういう情報をいち早くいただける

と、こういう小さい町でもみんな頑張ってやってみようという気になりますので、今後もよろしく

お願いしたいというのが本音です。ロゴマーク、私もあれに賛成です。 
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再生可能エネルギーの導入目標について 

【三浦先生】 この庄内町、風の町、その象徴的な資料は、最後の 4-34、これをもう一度見せていただ

きたい、ここのグラフ。国内の電気使用量と庄内町の再生、再エネ発電量、93.5%です。

ほとんど同じ量を生み出しています。ですから、本来電気はもうゼロカーボンになっていると言

いたいところです。言っていいのか悪いのかというところが大問題です。実は国も決めていない、

環境省も決めていません。どうするか、そこを考えていただきたい。 

そういう目で見たときに、これは 2-7 の CO2 どれくらい減らしているのかというと 2030 年

の省エネと再エネで 19.5%、再エネは 2.9 です。全体が 142 あったもののうち、2.9 しか

再エネで減らしていないというような数字になっていることに違和感はないだろうかということで

す。FIT 電源のために地域外に流れて、とありますが、何をもって地域外というか、電気その

もので言えば、電気はもう東北電力管内、薄く広く流れているものですから、電気そのもの

は使っていないわけではない。もっと CO2 を減らすという意味では、非化石証書というものが

取引されている。再エネの利用率ということは定義付けできないものです。もちろん電源指

定の電気の利用率が低いという方法はできなくはないですが、一般的にやらないことです。 

ですから、そういう意味で再エネ利用率という言葉をここに置くのは、よほどの定義付けをし

ておかないと、軽々しくこういう言葉をここで使うべきものではない。そういう概念そのものが壊

れます。 

その上で 2030 年にいくと、ようやく再エネ利用率が 7.1%。ようやくここで 7.1%。ちょっと

だけ出てきます。これが何なのかなと、皆さんなかなか分からなくなってきています。これは、

輸入風力 4.1 というのは風車 1 本。これは安藤組さんのところで検討されているところで、

おそらく非 FIT を想定し、重点対策の補助金獲得ということですけれども、採択されるかどう

かわからないですよね。一般的には FIT でやらないと事業になりません。ですから、非 FIT を

前提にした 2030 年、2050 年目標というのは立てられないはずです。重点対策の交付金

は獲得すべきですけれども、ロードマップとかそういうものは非 FIT だろうが FIT だろうが何で

も導入しなきゃいけないということになるはずです。2050 年は再エネ利用率 43.0%。

2050 年は相当長期ですが、これ 100 でもいいはずです。電源はもう十分あって、それを

使うか使わないかの話ですが、それは意思の問題です。それは結局皆さん安ければ使うよ

ねとか、そういう話なので、非 FIT でも高ければ買わないわけです。使ってくれるか、くれない

かは、もうそれはもう心意気の問題しかなくて、43.0%と決められるものじゃないわけですよ。

やろうと思えば今すぐだってできます。町でもかつてはやまがた新電力さんの電気を使ってい

たわけです。再エネ利用率ゼロではなかったはずです。 

ここら辺の考え方は、まずその再エネ利用率って何なのかというのをはっきりさせた方が良い

です。庄内町としては、風車も含め、再エネの電気も十分開発してきた、次はそれを地域

で直接利用しようという、そういう試みをされている、チャレンジをされている。そのためには何

が必要かというと、地域新電力です。これは庄内町として新しい電力会社を作るのか、既

存のやまがた新電力さんといった会社を活用するのか、いろいろ方法はあると思います。その

ことをはっきり書かないといけない。電気の地産地消をやるためには、今の仕組みではできな
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くて、地域新電力という仕組みを投入しないとできない。それを町としてやるのか、あるいは

他の地域新電力をやるのか、そこは今後検討があっていいと思いますが、そのことを書かな

いと中身が全くわからない計画になります。だからまずここの言葉をよく再考していただきたい

ですね。地域新電力というものをしっかり定義付けて、そこをしっかり応じていく。そこを庄内

町さんはやるのだという意思表明をしていただくということが何より大事なのかというふうに思っ

ています。 

【事務局】  おっしゃる通りだと思います。そのことは 4-9 には小さく記載されていますが、この方向性をも

う少し大きくみせるようにします。 

【三浦先生】 はい、そのうえで地域新電力を介した利用率を高めるといった記載が良いと思います。 

 

ZEB・ZEH について 

【三浦先生】 続いて 4-25、ZEB・ZEH の普及率 2030 年で 2%というのはだいたい 6000 世帯ぐら

いいらっしゃると解釈しても良いでしょうか。 

【事務局】  7000 世帯程です。 

【三浦先生】 多分今、庄内町に ZEH 何件かは 把握されていないと思いますし、なかなか把握できな

いかと思いますが、限りなくゼロだと思います。 

【事務局】  住宅メーカーで太陽光とか蓄電池をセットで高い家を建てている人もいますけれども、その

辺りはもう ZEH ではないのでしょうか。 

【三浦先生】 そういったものもありますが、かなり少ないと思います。 

どの自治体も ZEB・ZEH と書きますが、山形県の場合は山形健康住宅としないともった

いないです。山形健康住宅の方が ZEH よりも基準が高く、県の補助金のため、申請審査

のサポートが手厚く国の補助金より申請が楽です。ZEH というのは国の補助金で、やったこ

とある方はご存じかと思いますがとても大変です。地元の公務店さんでは難しく、大手ハウス

メーカーさんしかやっていません。地域公務店さんも頑張っていきましょうというのであれば、

山形県の健康住宅を入れてあげないと苦しいです。大手だけが生き残る世界です。 

【事務局】  山形健康住宅は県が国の重点加速で実施している施策ですよね。 

【三浦先生】 そうです。戸数も県が教えてくれると思います。ZEH は市町村単位で戸数を把握するのは

難しいと思います。また、やはり新築の数は少なく目標達成が厳しいと思います。リフォーム

の方がより一般家庭にとって大事ですので、欲しいところです。 

 

５．その他 
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第 1 回 庁内会議 

■開催日時 2024 年 10 月７日（木）9:00～10:00 

■開催場所 庄内町役場 

■出席者    

庄内町 

役職 氏名 10/7 出欠 

町長 富樫徹 〇 

副町長 樋渡満 〇 

教育長 佐藤真哉 〇 

総務課 鶴巻勇 〇 

企画情報課長 樋渡真樹 〇 

環境防災課長 中野正樹 〇 

農林課兼農業委員会事務局長 渡部桂一 〇 

建設課長 五十嵐浩 〇 

企業課長 成田英樹 〇 

商工観光課長 高田謙 〇 

教育課長 清野美保 欠席 

社会教育課長 佐藤直樹 〇 

税務町民課長 永岡忍 〇 

保健福祉課長 齋藤稔 〇 

子育て応援課長 堀純子 〇 

議会事務局 斎藤登 〇 

立川総合支所長 阿部聡 〇 

環境防災課課長補佐 佐藤正芳 〇 

環境防災課専門官 加藤美子 〇 

環境防災課主査 山口千賀子 〇 

委託先 基礎地盤コンサルタンツ株式会社 

 

■内容 

１．実行計画の概要説明 

２．庁内アンケートのお願い 

 

  



 

153 

 

 

 

  

配布資料 



 

154 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

155 

 

 

 

 

 

 

  



 

156 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

157 

 

 

 

 

 

 

  



 

158 

 

 

 

 

 

  



 

159 

 

 

 

 

 

  



 

160 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

161 

 

第 2 回 庁内会議 

 

■開催日時 2024 年 11 月 5 日（火）15:30～16:30 

■開催場所 庄内町役場 

■出席者 

庄内町 

部局 出欠 氏名 

総務課 ○ 石川浩 

企画情報課 ○ 樋渡真樹 

農林課兼農業委員会事務局 ○ 渡部桂一 

建設課 ○ 五十嵐浩 

企業課   

商工観光課   

教育課 ○ 清野美保 

社会教育課   

税務町民課 ○ 永岡忍 

保健福祉課 ○ 斎藤稔 

子育て応援課 ○ 堀純子 

議会事務局 ○ 高梨美穂 

立川総合支所   

アドバイザー 三浦秀一教授（東北芸術工科大学 建築・環境デザイン学科） 

事務局 中野正樹、佐藤正芳、加藤美子、山口千賀子 

委託先 基礎地盤コンサルタンツ株式会社 

■内容 

１．実行計画の概要説明 

２．庁内アンケート結果の共有 
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第 3 回 庁内会議 

 

■開催日時 2025 年 1 月 20 日（月）10:00～11:30 

■開催場所 庄内町役場 

■出席者 

庄内町 

部局 出欠 氏名 

総務課 ○ 石川浩 

企画情報課 ○ 樋渡真樹 

農林課兼農業委員会事務局   

建設課 ○ 五十嵐浩 

企業課 ○ 成田英樹 

商工観光課 ○ 横田祥子 

教育課 ○ 清野美保 

社会教育課 ○ 富樫郁 

税務町民課 ○ 永岡忍 

保健福祉課 ○ 斎藤稔 

子育て応援課 ○ 堀純子 

議会事務局   

立川総合支所   

事務局 中野正樹、加藤美子、山口千賀子 

委託先 基礎地盤コンサルタンツ株式会社 

■内容 

１．地球温暖化対策実行計画の内容確認 

２．令和 7 年度以降の確認 
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